
 

令和５年度第２回山形市障がい者自立支援協議会定例協議会 

 

日時  令和６年２月１３日（火）  
午前１０時から            

会場   山形市庁舎１１階 大会議室 

 

次   第 

 

１  開  会  
 

２  会長あいさつ 
 
３  報  告 

（１）令和５年度活動実績について・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 

（２）事業者による障がいのある方への合理的配慮の 

提供の義務化について・・・・・資料２ 
（３）山形市障がい福祉計画（第７期計画）及び 

山形市障がい児福祉計画（第３期計画）の計画案について 

・・・・・資料３－１、資料３－２ 

 
 ４  そ の 他 
 
５  閉 会 

 

 



番号 専門分野 関係団体名 氏　名 出欠 備考

1 事業所等 山形市福祉団体連絡会 田中　賴子 出

2 事業所等 山形市福祉団体連絡会 遠藤　暁子 出

3 事業所等 山形市社会福祉事業団 髙橋　有紀 出

4 教育・保育 山形県特別支援学校長会 佐藤　辰也 出

5 保健・医療 山形県医療ソーシャルワーカー協会 須貝　緋登美 出

6 保健・医療 山形県精神保健福祉士協会 森岡　布美子 出

7 地域相談 山形市民生委員児童委員連合会 松田　洋一 出

8 高齢者・介護 一般社団法人山形県地域包括支援センター等協議会 長岡　芳美 出

9 就労支援 山形公共職業安定所 沢　和浩 出

10 就労支援 山形障害者職業センター 香月　敬 欠

11 就労支援 山形商工会議所 星川　由紀子 出

12 権利擁護 山形県弁護士会 宇野　和娘 出

13 当事者・家族 山形市身体障害者福祉協会 高橋　公夫 出

14 当事者・家族 山形市手をつなぐ育成会 岩澤　明子 出

15 当事者・家族
山形県精神障がい者団体連合会
山形さくら町病院家族会すずらんの会

野村　三記子 出

16 福祉 山形市社会福祉協議会 長岡　めぐみ 出

17 相談支援事業所 相談支援部会 小島　弘子 出

18 行政機関 山形市教育委員会学校教育課 永見　恵理子 出

19 行政機関 山形市福祉推進部障がい福祉課 丹野　俊郎 欠

事　務　局

海和　弘信、日野　孝寛、清野　信哉、澤井　厚志、
神藤　拓哉、若月　智博

氏　　名

令和５年度第２回山形市障がい者自立支援協議会定例協議会　出席者名簿

向陽園地域生活支援センター心音

山形市　障がい福祉課

地域活動支援センターおーる

相談支援事業所まんさく

山形コロニー相談支援センター

所　　属

ゆあーず 髙橋　麻紀

山形市社会福祉協議会障がい者相談支援センター

会田　雄

中川　真紀子

大滝　正貴

田村　英明

橋本　晶子
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令和５年度活動実績について 

○定例協議会 

回数 実施日 内容 

第１回 R5.8.24 

・山形市障がい者自立支援協議会について 
・令和４年度活動実績について 
・山形市の障がい福祉について 
・山形市障がい福祉計画（第６期計画）及び山形市障がい児福祉計画（第

２期計画）の中間報告 
・日中サービス支援型指定共同生活援助事業者の評価について 
・令和５年度事業計画について 
・山形市障がい福祉計画（第７期計画）及び山形市障がい児福祉計画（第

３期計画）の策定について 
・就労継続支援 B 型事業所パンフレットの作成について 

第２回 R6.2.13 

・令和５年度活動実績について 
・事業者による障がいのある方への合理的配慮の提供の義務化について 
・山形市障がい福祉計画（第７期計画）及び山形市障がい児福祉計画（第

３期計画）の計画案について 
 

 

○事務局会議 

回数 実施日 内容 

１１回 毎月 1 回 

・月々の相談支援事業の報告 

・専門部会の経過報告 

・定例協議会に諮るべき事項の提案 

・障がい福祉サービス事業所ガイドの作成 

・山形市公式ホームページへ山形市障がい者自立支援協議会に関する情

報を掲載 

・地域の障がい者等の支援体制に係る課題の整理・検討 

 

会議名 事務局会議 

内容 地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた協議等 

実施日 R5.10.16、R5.11.20 

出席者 山形市委託相談支援事業所、山形市障がい福祉課 

目的 
地域生活支援拠点等に求められる機能について検証と課題の整理を行い、機能の強

化に努める。 

検証事項 
①相談 ②緊急時の受け入れ・対応 ③体験の機会・場の確保 ④専門的人材の確

保・養成 ⑤地域の体制づくり 

資料１ 
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取り組み 
・緊急時対応ケースの報告 

・地域生活支援拠点等を担う事業所の拡充 

今後に 

向けて 

・強度行動障がいのある利用者の受け入れについて 

・緊急受け入れ先の拡充について 

 

 

○専門部会 

１ 相談支援部会 

会議名 相談支援部会 

内容 

相談支援体制の強化、受け入れ情報の共有、研修参加報告、部会活動報告、グルー

プスーパービジョンの調整、関係機関との連携、緊急対応ケースの共有・検討、新

規事業所の紹介、その他情報交換 

実施日 毎月 1 回 

出席者 全相談支援事業所、山形市障がい福祉課 

課題・目的 相談支援事業所間で連携し、断らない相談支援体制を作る。 

主な意見 ・月に１度情報共有や意見交換を継続して行う。 

今後に 

向けて 

・断らない相談支援体制作りのため関係機関や他部会との連携を継続して行う。 

・地域生活支援拠点の相談体制の強化の話し合いを継続して行う。 

 

会議名 個別事例研修会（グループスーパービジョン） 

内容 個別事例を用いたグループワークを行い、事例提供者への気づきを促す 

実施日 毎月 3 回  

出席者 
全相談支援事業所、山形市障がい福祉課 

※上記出席者を 3 グループに分けて実施 

課題・目的 

輪番で事例提供を行い、相談支援専門員が思い悩んでいるケースについて、全員で

協議。アプローチ方法をはじめ様々なアイディアを出し、気づきを促して事例に活

かす。 

主な意見 

・事例提供者は参加者からのアイディアを貰うことで、ストレングスや違う視点の

気づきや考えの幅が広がる。 

・事例の共有をしながら、参加者も勉強になり、今後の支援に活かす事が出来る。 

今後に 

向けて 
・今後も継続して実施する。 
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会議名 相談支援部会研修会 

内容 
山形市成年後見支援センターと障がい分野の連携について 

講師：山形市成年後見支援センター 
実施日 R5.9.11 

出席者 相談支援事業所、山形市障がい福祉課 計 21 名 

課題・目的 
山形市成年後見支援センターの機能及び権利擁護支援の取り組みを学び、障がいの

ある方から相談があった際の対応に活かす。 

主な意見 
・山形市成年後見支援センターの機能について理解を深めることが出来て良かっ

た。今後、相談等があった際は、連携し対応していきたい。 

今後に 

向けて 
・今後も情報を共有し連携して対応していく。 

 

会議名 高齢分野との連携推進のための幹事会 

内容 
山形市基幹型包括支援センター、地域包括支援センター総合支援部会及び山形市委

託相談支援事業所幹事で研修会の開催と内容の検討 

実施日 R6.1.22 

出席者 
山形市基幹型包括支援センター、地域包括支援センター総合支援部会、部会幹事事

業所 計 6 名 

課題・目的 
高齢分野との連携強化を目的にこれまでの取り組みを振り返り、開催時期及び研修

内容を検討した。 

主な意見 

・今後もスムーズに連携が取れるように高齢分野との合同研修会を来年度 5 月に実

施する。内容は各機関の役割、利用者の介護保険への移行時の対応について確認

し、グループワークを実施。連携を強化する。 

今後に 

向けて 
・来年度早期に実施し、連携強化に繋げていく。 

 

２ 就労支援部会 

会議名等 就労継続支援Ｂ型事業所による販売会  

内容 ＮＴＴ東日本山形支店において就労継続支援Ｂ型事業所による社員向け販売会の開催 
実施日 R5.11.29 

参加者 就労継続支援Ｂ型事業所 計６事業所 

課題・目的 工賃向上のための販売促進 

主な意見 

・事前に販売する商品リストをＮＴＴ東日本山形支店に送付し、周知を行った。 
・新聞やテレビなどメディアの取材もあり、福祉的な就労の場での取り組みを知っ

てもらう機会となった。 
今後に 

向けて 

・市内全ての就労継続支援Ｂ型事業所に打診し６事業所が参加した。販売会の開催

を増やすと共に参加事業所を増やし、販売促進に繋げていく。 
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会議名等 就労支援部会研修会 

内容 

（１）「福祉事業所から一般就労へ」講師：ワークライフサポートふぅれ 
具体的な事例をもとに支援の流れや関係機関の役割分担について 

（２）「工賃向上・販売の促進の取り組みについて」 
  事例発表：就労継続支援Ｂ型事業所（３事業所） 

事例発表を基にした作業種目選定のポイントや販売促進の取り組みの実践につ

いて      
実施日 R5.12.1 

出席者 
就労継続支援 B 型事業所、相談支援事業所、自立支援協議会委員、山形市障がい福

祉課 計 34 名 

課題・目的 障がい者雇用の促進（一般就労への移行）、工賃向上のための販売促進 

主な意見 

・就労継続支援Ｂ事業所の利用者が一般就労に移行するケースが少ない。就労移行

支援事業所の取り組みや就労継続支援 B 型事業所からＡ型事業所の利用に移行し

たケースを参考に取り組みたい。 
・就労継続支援Ｂ型事業所の取り組みについて知る機会が少なく、具体的なケース

を聞くことができて良かった。 

今後に 

向けて 

・障がい者雇用の促進のため、一般企業に向けて福祉的就労の周知を行う。 

・事業所を中心とした部会運営を目指し、企画運営にも更に関わってもらいながら、

課題を共有し、効果的な活動となるような体制づくりをする。 

 

 

３ 保健・医療部会 

会議名等 保健医療部会幹事会 

内容 今年度の活動と課題について 

実施日 R5.7.6 

出席者 医療機関、部会幹事事業所、山形市障がい福祉課 計 10 名 

課題・目的 課題の確認と整理、山形市精神障がい者課題検討ワーキングの経過報告 

主な意見 

・昨年度開催した研修会後のアンケート結果を踏まえ、継続的に医療機関と相談支

援事業所が互いの機能や役割を知る機会(研修会)を設けたい。 

・高次脳機能障がいに関する支援についての研修会の開催を検討したい。 

・障がい福祉サービスから介護保険サービスへの移行時の対応、相談室が無いクリ

ニックとの連携、障がい福祉サービス事業所と医療機関との相互理解等も課題で

はないか。 
今後に 

向けて 
・医療機関と相談支援事業所が互いの役割を理解するための研修会を開催する。 
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会議名等 

第 1～2 回 山形市精神障がい者課題検討ワーキング 

（精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築に向けて、取り組みを検討す

るために、令和 3 年度より保健医療部会から派生したワーキング） 

内容 精神障がい者の退院支援に関する各機関の役割の確認、連携方法についての検討 

実施日 R5.8.29、R5.12.13  

出席者 
部会幹事事業所、医療機関、訪問看護事業所、基幹型地域包括支援センター、山形

市保健所、山形市障がい福祉課   R5.8.29:11 名 R5.12.13:12 名  

課題・目的 精神障がい者の退院に向けた相談支援事業所と医療機関の連携について 

主な意見 

・昨年度開催した研修会後のアンケート結果と幹事の意見より、継続的に医療機関

と相談支援事業所が互いの機能や役割を知る機会(研修会)を設けたい。 

・保健医療部会幹事会で出された意見同様、クリニックとの連携の難しさは課題で

ある。どのような形で相談支援事業所、訪問看護や保健所が連携を取っているの

か情報交換し、今後どのような連携の在り方があるのか、保健医療部会と共に検

討していきたい。 

・院内研修の場を活用し、相談支援事業所の役割や障がい福祉サービスの紹介をす

る方法を考えていきたい。 

今後に 

向けて 

・昨年と同様に医療機関と相談支援事業所が互いの機能や役割を知り、顔の見える

関係性を構築すべく研修会を開催する。 

・保健医療部会と合同開催とするのか、幹事会で検討とする。 

 

会議名等 精神障がい者課題検討ワーキング研修会 

内容 

テーマを“地域移行支援”として、精神科病院・救護施設の長期入院者・入所者へ

の同支援に関して、精神科病院・救護施設、障がい福祉サービス事業所、相談支援

事業所が連携した事例を紹介。その後各グループで意見交換を行い、最後に全体で

共有する。助言者として山形県立保健医療大学大学院教授の安保寛明氏にも参加し

て頂く。 
実施日 R6.1.16 

出席者 
市内医療機関、訪問看護事業所、相談支援事業所、自立支援協議会委員、課題検討

ワーキングメンバー、山形市障がい福祉課 計 48 名 

課題・目的 
地域移行支援の事例を通して、医療機関、相談支援事業所が互いの機能や役割を知

り、理解を深める。 

主な意見 
・地域移行支援について理解を深めることができてよかった 

・今後も連携強化のため、このような研修会を継続して開催して欲しい。 

今後に 

向けて 
・本研修会を振り返り来年度の活動に活かしていく。 
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４ 生活支援部会 

会議名等 グループホーム事業所情報交換会 

内容 物価高騰への対応に関する情報交換会 

実施日 R5.10.4 

出席者 グループホーム事業所、部会幹事事業所、山形市障がい福祉課 計 18 名 

課題・目的 事前に行った物価高騰への対応に関するアンケート調査結果の共有、その他情報交換 

主な意見 
・事前に行った物価高騰への対応に関するアンケート調査の結果、物価高騰により

利用者の実費負担分の値上げを行った事業所はなかった。 

・経験年数の浅い職員にも他事業所の取り組み等を知って欲しい。 

今後に 
向けて 

・情報交換会に参加したことがない経験年数の浅い職員を対象として情報交換会を

実施する。 

 

 

 

６ こども部会 

会議名 「児童発達支援・放課後等デイサービス事業所の会」運営に係る会議 

内容 児童発達支援・放課後等デイサービス事業所の会の運営について 

実施日 R5.10.26 

出席者 
児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、部会幹事事業所、障がい福祉

課  計 27 名 

課題・目的 

相談支援事業所より事業所を中心とした情報共有や事例検討をする場が必要である

という意見があり、児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所を対象にア

ンケート調査を実施した。その結果、事業所の集まりの場を求める声が多数あった

ことから会の発足・運営について検討する。 

主な意見 
・児童発達支援、放課後等デイサービス事業所が集まる場を設ける。 

・こども部会の中の組織として位置づけし、幹事事業所を決め、運営していく。 

会議名等 生活介護事業所情報交換会 

内容 
各事業所の取り組みの紹介や「地域との交流」をテーマとしたグループワーク、情

報交換、今後の部会運営について 

実施日 R6.1.29 

出席者 生活介護事業所、相談支援事業所、山形市障がい福祉課  計 15 名 

課題・目的 経験年数の浅い職員を対象として実施し、事業所間の連携強化を図った。 

主な意見 
・今後も定期的に開催して各事業所の取り組みを共有し、利用者へのサービス向上

に繋げていきたい。 

今後に 

向けて 

・来年度以降も事業所を中心とした部会運営を行っていく。 

・不参加だった事業所へも会議録等を送付し、連携を呼び掛けていく。 
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今後に 

向けて 
・R6.1.23 に第 1 回目の会を開催し、内容や運営方針等協議する。 

 

会議名 関係機関との情報交換会 

内容 幼保小連絡会での取り組み紹介、サポートファイルの説明、情報交換 

実施日 R5.11.16  R5.11.30  同内容で 2 回開催 

出席者 
教育機関、保育園、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、相談支援

事業所、山形市障がい福祉課 R5.11.16:34 名 R5.11.30:44 名  

課題・目的 
教育、保育、福祉の連携強化として、進学等により生活状況が変わる際の支援体制

について検討するとともに顔の見える関係性を構築する。 

主な意見 

・支援者同士や保護者が顔を合わせる送迎時の短い時間や個別支援会議の活用が連

携に有効である。 
・新型コロナウイルス感染症が５類に移行し幼保小連絡会を再開した学校が多い。

園や学校への訪問によって、様子を確認し、情報を共有できる場は重要である。 
・園内で療育の必要性を検討しているが、保護者の困り感がないと療育につなげる

ことが難しい。 
・個別支援会議の際、サービス等利用計画、個別支援計画を活用すると支援目標の

共有がしやすい。学校による計画書等も今後活用していく。 

今後に 

向けて 

・保護者への継続的で一貫した支援を行うため、サポートファイルを周知、活用し

ていく。 

・幼保小連絡会への療育機関の参加の可否は学校ごとに異なっているため、療育機

関の必要性を説明していく。 
 

会議名 「児童発達支援・放課後等デイサービス事業所の会」運営に係る会議 

内容 会の運営方針、内容について 

実施日 R6.1.23 

出席者 
児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、相談支援事業所、部会幹事事

業所、障がい福祉課 計 41 名 

課題・目的 
児童発達支援・放課後等デイサービス事業所間の交流と連携を図り、サービスの向

上に役立てる。 

主な意見 

・事業所間の交流を目的とし、テーマを決めて意見交換、情報共有を行うことで連

携強化を図る。 

・年 3 回の開催とし、幹事事業所は輪番制とし交代で行う。 

今後に 

向けて 
・来年度も継続して開催し、連携強化を図る。 
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会議名 山形市医療的ケア児支援連絡会議 

内容 
県内の医療的ケア児の現状と支援の取り組み、村山地域の個別避難計画の作成状況、

山形市の個別避難計画作成時における課題共有 

実施日 R6.2.27 開催予定 

出席者 
医療機関関係、保育所、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、市内

の医ケア児等コーディネーター、相談支援事業所、山形県、山形市障がい福祉課  

課題・目的 

県内の医療的ケア児の現状と支援の取り組み、村山地域の個別避難計画の作成状況

について現状を把握する。また、山形市での医療的ケア児の個別避難計作成時にお

ける課題を共有し、対応を検討する。 

 

７ 安心生活部会 

会議名等 第 1～4 回 安心生活部会幹事会 

内容 
部会の活動内容（福祉避難所の拡充、民生委員及び不動産業者の障がいの理解に向

けて）の協議等 
実施日 R5.7.4、R5.9.13、R5.10.17、R6.1.19   

出席者 部会幹事事業所、山形市障がい福祉課 

課題・目的 課題の整理と活動内容の協議・確認 

主な意見 

・福祉避難所の拡充に向けて、日中活動事業所にも協力を求める必要があり、現在

の状況や課題などについてアンケートを基に集約し、整理し取り組む。 

・引き続き民生委員障がい福祉研究部と不動産業者と連携し、障がいへの理解促進

を図る。 

今後に 

向けて 

・福祉避難所の拡充に向けた研修会の開催。 

・民生委員障がい福祉研究部との連携（事業所見学、障がい福祉制度の説明等） 

・不動産業者へ生活サポートシートを活用し障がいへの理解促進を図る。 

 

会議名等 安心生活部会研修会 

内容 

テーマ「福祉避難所の拡充に向けて」 
 （１）日中活動事業所における災害時受入れの体制整備状況について 

講師：社会福祉法人走翔会 こ・こあはうす  
（２）山形市における福祉避難所の設置状況及び今後について 
（３）アンケートの説明 

実施日 R5.10.31 

出席者 生活介護事業所、幹事事業所、障がい福祉課 計 20 名 

課題・目的 
他市で災害時の受け入れ態勢を整備している事業所の取り組みを学び、山形市の災

害時の支援体制に活かす。 

主な意見 
・実際に体制を整備している事業所の取り組みを聞くことができ、生活介護事業所

として何が出来るかを考える機会となった。 
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今後に 

向けて 

・本研修とあわせて実施した災害時の受け入れに関するアンケート調査結果を基に

現状と課題を整理し解決策を検討する。 

 

 

会議名等 民生委員障がい福祉研究部との連携 

内容 民生委員を対象とした障がい福祉サービス事業所の見学・説明会 

実施日 R6.2.14 開催予定 

出席者 民生委員障がい福祉研究部 

課題・目的 障がいへの理解促進、民生委員障がい福祉研究部との連携 
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提供が義務化
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障害者差別解消法が変わり ま す！
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改正後

令和 3 年に障害者差別解消法が改正さ れ、 事業者によ る 障害のある 人への

合理的配慮の提供が義務化さ れま し た。

障害のある 人も な い人も 、 互いにその人ら し さ を 認め合いな がら

共に生き る 社会の実現に向け、 事業者の皆さ ま も ど のよ う な 取組がで き る か、

こ のリ ーフ レ ッ ト を 通じ て 考え て いき ま し ょ う ！

努力義務
⇒ 義務

資料２
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共生社会の 実現共生社会の 実現
～障害者差別 解消法

● 我が国では、 障害のある 人も ない人も 、 互いにその人ら し さ を 認め合いながら 、 共に生き る   

● 「 障害者差別解消法」では、 行政機関等及び事業者に対し 、 障害のある人への障害を理由と する 「 不当

を求めるこ と などを通じ て、「 共生社会」 を実現するこ と を目指し ています。

● 令和３ 年には障害者差別解消法が改正さ れ、 事業者による障害のある人への合理的配慮の提供

● 改正障害者差別解消法は令和 6 年 4 月1 日に施行さ れます。こ のリ ーフ レッ ト が障害のある人

例えば障害のある 人が

来店し たと き に…
障害のある 方は

入店お断り で す

来店する と き は家族と

一緒に来て く だ さ い

ほし い商品がある の

で すが、 目が見え な

いので 売り 場が分か

り ま せん

そ れな ら お求めの商

品の売り 場ま で 案内

し ま すね！

● 障害のあ 

ス の提供 

を 制限す 

禁止さ れ て

☆「 不当な  差別的取扱

不当な  差別的取

● 障害のあ 

あり ます。

● 障害のあ 

対応を 必 

い 範囲で  対応

● 「 合 理 的 

い 、 お 互 いに

☆「 合理的 配慮の提供

合理的 配慮の

【 障害者】

● 本法に お け る 「 障害者」 と は、 障害者手帳を 持っ て い る 人のこ と

だ けで はあり ま せん。

● 身体障害のあ る 人、 知的障害のあ る 人、 精神障害のあ る 人（ 発達

障害や高次脳機能障害のあ る 人も 含ま れま す）、 そ の他心や体の

はた ら き に 障害（ 難病等に 起因する 障害も 含ま れま す） があ る 人

で 、 障害や社会の中に あ る バリ ア に よ っ て 、 日常生活や社会生活

に 相当な 制限を 受け て い る 人全て が対象で す（ 障害のあ る こ ど も

も 含ま れま す）。

障害者
差別解消法
の対象
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共生社会の 実現に向けて共生社会の 実現に向けて
障害者差別 解消法と は～

  社会（ 共生社会） を実現するこ と を目指し ています。

「 不当な差別的取扱い」 を禁止し 、 障害のある人から 申出があっ た場合に「 合理的配慮の提供」

が義務化さ れまし た。

への差別を解消するための取組を進める一助と なれば幸いです。

 る 人に 対し て 、 正当な 理由な く 、 障害を 理由と し て 、 サービ

 を 拒否する こ と や、 サー ビ ス の提供に 当た っ て 場所や時間帯

 る こ と 、 障害のな い 人に は付け な い 条件を 付け る こ と な ど は

 て いま す。

不当な  差別的取扱い」 について は８ ペ ージ を 参照

な  差別的取扱い 禁止

 る 人は、 社会の中に あ る バリ ア に よ っ て 生活し づ ら い 場合が

 る 人から 、 社会の中に あ る バリ ア を 取り 除く た めに 何ら かの

 要と し て い る と の意思が示さ れた と き に は、 負担が重すぎ な

 対応する こ と が求めら れま す。

 配慮の提供」 に 当た っ て は、 障害のあ る 人と 事業者が話し 合

 いに理解し 合いな がら 共に対応案を 検討する こ と が重要で す。

理的 配慮の提供」 について は４ ページ を 参照

理的 配慮の提供 令和 6 年 4 月 1 日から 事業者も 義務

【 事業者】

● 本法における「 事業者」 と は、 商業その他の事業を 行う 企業や団体、 店舗であり 、 目的の営利・

非営利、 個人・ 法人の別を 問わず、 同じ サービ ス等を 反復継続する意思を も って行う 者と なり ま す。

● 個人事業主やボラン ティ ア活動をするグループ など も 「 事業者」 に入り ま す。

【 分野】

● 教育、 医療、 福祉、 公共交通等、 日常生活及び 社会生活全般に係る 分野が広く

対象と なり ま す。

※雇用、 就業については、「 障害者の雇用の促進等に関する法律」（ 昭和 3 5 年法律第 12 3 号） の定めること

によると さ れています。

【 留意事項】

「 合理的配慮」 の内容は、 障害特性や

それぞれの場面・ 状況に応じ て 異なり

ます。

また 、 障害のある人への対応が「 不当

な差別的取扱い」 に該当するかどう か

も 、 個 別の場 面ご と に 判 断する 必 要

があり ま す。

事 業 者に お いて は円滑な 対応が で き

る よ う 、 主な 障害特 性や合 理 的配慮

の具体例等についてあら かじ め確認し

た 上で 、 個々の 場 面ご と に 柔 軟に 対

応を 検討するこ と が求めら れま す！
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合理的配慮の提供と は

合理的配慮の具体例

● 日常生活・ 社会生活において提供さ れている 設備やサービ ス等については、 障害のない人は簡単に利用

でき ても 、 障害のある 人にと っ ては利用が難し く 、 結果と し て障害のある 人の活動など が制限さ れてし

まう 場合があり ます。

● こ のよ う な場合には、 障害のある 人の活動など を 制限し ている バリ アを 取り 除く 必要があり ま す。 こ の

ため、 障害者差別解消法では、 行政機関等や事業者に対し て、 障害のある 人に対する 「 合理的配慮」 の

提供を 求めています。

● 具体的には、

 ①　 行政機関等と 事業者が、

 ②　 その事務・ 事業を 行う に当たり 、

 ③　 個々の場面で、 障害者から「 社会的なバリ アを 取り 除いてほし い」 旨の意思の表明があっ た場合に

 ④　 その実施に伴う 負担が過重でないと き に

 ⑤　 社会的なバリ アを 取り 除く ために必要かつ合理的な配慮を 講ずる こ と

　  と さ れています。

● 合理的配慮の提供に当たっ ては、 障害のある 人と 事業者等と の間の「 建設的対話」 を 通じ て相互理解を

深め、 共に対応案を 検討し ていく こ と が重要です（ 建設的対話を 一方的に拒むこ と は合理的配慮の提供

義務違反と なる可能性も ある ため注意が必要です）。

※「 意思の表明」 には、 障害特性等によ り 本人の意思表明が困難な場合に、 障害者の家族や介助者など、 コ ミ ュ ニケーショ ン

を支援する者が本人を補佐し て行う 意思の表明も 含まれます。

※「 合理的配慮の提供」 に当たっ ては、障害のある 人の性別、年齢、状態等に配慮するも のと し 、特に障害のある女性に対し ては、

障害に加えて女性であるこ と も 踏まえた配慮が求めら れるこ と に留意する必要があり ます。

※合理的配慮の内容は個別の場面に応じ て異なる も のになり ますので 、 以下の例は

あら ゆる 事業者が必ずし も 実施するも のではないこ と 、 また以下の例以外であっ

ても 合理的配慮に該当する も のがあるこ と に留意し まし ょ う 。

物理的環境への配慮

（ 例： 肢体不自由）

意思疎通への配慮

（ 例： 弱視難聴）

ルール・ 慣行の柔軟な変更

（ 例： 学習障害）

【 障害のある人から の申出】

飲食店で車椅子のまま着席し たい。

【 申出 へ の対 応（ 合 理

的配慮の提供）】

机に備え付けの椅子を

片付けて、 車椅子のま

ま着席できるスペースを

確保した。

【 障害のある 人から の申出】

難聴のため筆談によ る コ ミ ュ ニケー

ショ ン を 希望し たが、 弱視で も ある

ため細いペン や小さ な文字で は読み

づら い。

【 障害のある人から の申出】

文字の読み書き に時間がかかるため、

セミ ナーへ参加中にホワイ ト ボード

を 最後まで書き 写すこ と ができ ない。

【 申出への対応（ 合理的配慮の提供）】

太いペン で 大き な文字を 書いて筆談

を行っ た。

【 申出への対応（ 合理的配慮の提供）】

書き 写す代わり に、 デジタ ルカ メ ラ 、

スマ ート フ ォ ン 、 タ ブ レ ッ ト 型端末

など で、 ホワイ ト ボード を 撮影でき

るこ と と し た。
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合理的配慮の提供における 留意点（ 対話の際に避ける べき 考え 方）

● 「 合理的配慮」 は、 事務・ 事業の目的・ 内容・ 機能に照ら し 、 以下の３ つを 満た すも ので ある こ と に

留意する 必要があり ま す。

①　 必要と さ れる 範囲で 本来の業務に付随する も のに限ら れる こ と

②　 障害者で な い者と の比較において 同等の機会の提供を 受ける ためのも ので ある こ と

③　 事務・ 事業の目的・ 内容・ 機能の本質的な 変更には及ばな いこ と

● 「 過重な 負担」 の有無について は、 個別の事案ご と に、 以下の要素等を 考慮し 、

   具体的場面や状況に応じ て 総合的・ 客観的に判断 する こ と が必要で す。

　 ①　 事務・ 事業への影響の程度（ 事務・ 事業の目的・ 内容・ 機能を 損な う か否か）

　 ②　 実現可能性の程度（ 物理的・ 技術的制約、 人的・ 体制上の制約）

　 ③　 費用・ 負担の程度

　 ④　 事務・ 事業規模

　 ⑤　 財政・ 財務状況

「 前例があり ま せん」

・  合理的配慮の提供は個別の状況に応じ て 柔軟に検討する 必要があり ま す。 前例がな いこ と は断る 理由に

な り ま せん。

「 特別扱いで き ま せん」

・  合理的配慮は障害のある 人も な い人も 同じ よ う にで き る 状況を 整え る こ と が目的で あり 、「 特別扱い」 で

はあり ま せん。

「 も し 何かあっ た ら …」

・  漠然と し たリ スク だけでは断る理由になり ません。 ど のよ

う な リ ス ク が生じ 、 そのリ ス ク 低減のためにど のよ う な

対応ができ るのか、 具体的に検討する 必要があり ます。

「 ○○障害のある 人は…」

・  同じ 障害でも 程度などによ っ て適切な配慮が異なり ますの

で、 ひと く く り にせず個別に検討する 必要があり ます。

「 合理的配慮」 の留意事項

過重な 負担の判断

☆例え ば次のよ う な 例は合理的配慮の提供義務に反し な いと 考え ら れま す。

● 飲食店において 食事介助を 求めら れた 場合に、 そ の飲食店は食事介助を

事業の一環と し て 行っ て いな いこ と から 、 介助を 断る こ と 。

　  （ 必要と さ れる 範囲で 本来の業務に付随する も のに限ら れる こ と の観点）

● 抽選販売を 行っ て いる 限定商品について 、 抽選申込みの手続を 行う こ と

が難し いこ と を 理由に、 当該商品を あら かじ め別途確保し て おく よ う 求

めら れた 場合に、 対応を 断る こ と 。

   （ 障害者で な い者と の比較において 同等の機会の提供を 受ける ためのも の

    で ある こ と の観点）

※上記はあく ま で も 考え 方の一例で あり 、 実際には個別に判断する 必要があり ま す。

☆例え ば次のよ う な 例は合理的配慮の提供義務に反し な いと 考え ら れま す。

● 小売店において 、 混雑時に視覚障害のある 人から 店員に対し 、 店内を 付き 添っ て 買い物を 補助す

る よ う 求めら れた 場合に、 混雑時のた め付き 添いはで き な いが、 店員が買い物リ ス ト を 書き 留め

て 商品を 準備する こ と を 提案する こ と 。 （ 過重な 負担（ 人的・ 体制上の制約） の観点）

※上記はあく ま で も 考え 方の一例で あり 、 実際には個別に判断する 必要があり ま す。
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「 合理的配慮」には対話が重要です！

事業者

( 習い事教室 )

障害のある人の

保護者

（ 発達障害）

建設的対話の具体例①

う ちのこどもは特定の音に対する聴覚過敏があり 、 飛行機の音が聞こえる

と 興奮して習い事に集中できなく なってしまう ので、 飛行機の音が聞こえな

いように、 教室の窓を防音窓にしてもらうことはできますか？

わかりました。 こどもにイヤーマフを持っていかせ、 先生がお手伝いしてく

れるからね、 と 言っておきます。

家ではイヤーマフを着用すること があるのですが、 習い事では音声教材等を

利用することもあるので着用さ せていませんでした。 着用の際には声掛けや

手伝いが必要なので、 習い事でイヤーマフを使うと先生にご迷惑ではないで

しょう か。

防音窓をすぐに設置することは難しいので、 お子さんが習い事に集中できる

よう 、 一緒に他の方法を考えましょう 。 お子さんは、 普段、 飛行機の音が

聞こえないよう に、 どのよう な対応をしているのですか？

飛行機が通過する時間帯は大体決まっているので、 その際には、 先生がイ

ヤーマフの着用の声掛けやお手伝いをします。 また、 音声教材の使用タ イ

ミ ングについても配慮を行うことができます。

防音窓の設置は、 工事も必要だし 、 すぐに対応すること は難し いな。 障害

のあるお子さんが習い事に集中できるよう 、 他に、 飛行機の音を聞こえなく

するよう な工夫はあるだろう か？

● 合理的配慮は、 障害のある 人にと っ て の社会的な バリ ア を 除去する こ と が目的で

すので、 ある 方法につ いて 実施する こ と が困難な 場合で あっ て も 、 別の方法で 社

会的な バリ ア を 取り 除く こ と がで き な いか、 実現可能な 対応案を 障害のある 人と

事業者等が一緒にな っ て 考え て いく こ と が重要で す。

● こ のた めには、 例え ば、 普段本人が行っ て いる 対策や、 事業者が今ある 設備で 活

用で き そ う な も のな ど 、 情報を 共有し 、 双方がお互いの状況の理解に努め、 柔軟

に対応策を 検討する こ と が重要で す。

本ケ ース における 建設的対話のポイ ン ト

● 合理的配慮の提供に当たっ ては、 社会的なバリ アを 取り 除く ために必要な対応について、 障害のある 人と

事業者等が対話を 重ね、 共に解決策を 検討し ていく こ と が重要です。 こ のよ う な双方のやり 取り を「 建設

的対話」 と 言います。

● 障害のある 人から の申出への対応が難し い場合でも、 障害のある 人と 事業者等の双方が持っ ている 情報や

意見を 伝え合い、 建設的対話に努める こ と で、 目的に応じ て代わり の手段を 見つけていく こ と ができ ます。



7

事業者

( ラ イ ブハウス )

障害のある 人

（ 車椅子利用者）

建設的対話の具体例②

車椅子での参加ですね。 このアーティ スト のコンサート の通常席は立見席の

みと なっており 、 通常席エリアを自由に動き回ったり 、 飛んだり 跳ねたりさ

れる参加者が大勢いらっしゃいます。 このため、 バランスを崩した参加者が

車椅子利用者の方に倒れこんでケガをさ れるおそれがあります。

値段は高く なりますが、 特別席なら他の参加者と ぶつかる心配もありません

し 、 通常席にはない特典もありますがいかがでしょう か。

それでは、 例えば通常席のエリア内を一部区切って車椅子用スペースを設け

ることとし 、 そのスペースでコンサート を鑑賞していただく という のはいかが

でしょう か。 他の参加者にもお声がけをして、 車椅子用スペースにご配慮い

ただけるように周知をします。

この方法ですと 、 通常席エリア内であちこち移動すること は難しく なります

が、 他の参加者と ぶつかる可能性も 低く なるので、 安全性を確保した上で、

通常席に参加してもらえると思います。

以前、 通常席で他の参加者と 車椅子の方がぶつかってケガをしてしまったこ

とがあったな。 また事故が起きないか心配だ。

障害者差別解消法に基づけば、 過去例だけで一律に判断せず、

個別のお客様に応じ て対応を検討する必要があるんだったな。

今の車椅子利用者の方のお話を踏まえ、何か工夫できることはあるだろうか。

● 本ケース のよ う に、 過去例等を 踏ま え る と 当初は対応が困難に思われる

よ う な 場合で あっ て も 、 建設的対話を 通じ て 個別の事情等を 互いに共有

すれば、 事業者と 障害のある 人双方にと っ て 納得で き る 形で 社会的障壁

の除去が可能と な る こ と も あ り ま す。 こ のた め、 ま ずは障害のある 人と

の対話を 始める こ と が重要で す。

そちらのライブハウスで開催さ れるコンサート の通常席チケット を１ 枚お願い

します。 当日は車椅子で参加する予定です。

車椅子用スペースでの鑑賞でも大丈夫です。 通常席で鑑賞できるよう で安

心しました。

承知いたしました。 それではコンサート 当日は車椅子用スペースを用意して

おく よう にします。 ご来場、 お待ちしています。

特別席のチケット は値段が高いので購入が難し いです。 車椅子でも通常席

に参加できるよう な手段は何かないでしょう か。

通常席での参加ができるなら 、 他の立見席の参加者のよう に通常席エリア

であちこち自由に動き回れなく ても 構いません。

本ケ ース における 建設的対話のポイ ン ト
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不当な差別的取扱いと は

● 障害者差別解消法では障害を 理由と する 「 不当な差別的取扱い」 を 禁止し ています。

● 企業や店舗など の事業者や、 国・ 都道府県・ 市町村など の行政機関等においては、 例えば「 障害がある」

と いう 理由だけで財・ サービ ス、 各種機会の提供を 拒否し たり 、 それら を 提供する に当たっ て 場所・ 時

間帯等を 制限し たり する など、「 障害のない人と 異なる 取扱い」 を する こ と によ り 障害のある 人を 不利に

扱う こ と のないよ う にし なければなり ません。

● 具体的には、

　  ①　 行政機関等や事業者が、

　  ②　 その事務又は事業を 行う に当たり 、

　  ③　 障害を 理由と し て、

　  ④　 障害者でない者と 比較し て、

　  ⑤　 不当な（ 正当な理由のない） 差別的取扱いを する こ と

　  等によ り 、 障害のある 人の権利利益を 侵害するこ と が禁止さ れています。

1 2 3

保護者や介助者がいなければ一律に

入店を 断る

障害のあ る 人向け の物件はな い と

言っ て対応し ない

障害があるこ と を理由と し て、 障害のあ

る人に対し て一律に接遇の質を下げる

● 正当な 理由があ る と 判断し た 場合は、 障害のあ る 人に そ の理由を 丁寧に 説明し 、

理解を 得る よ う 努める こ と が望ま れま す。

不当な 差別的取扱いの具体例

正当な 理由がある 場合

● 障害のある 人に対する 障害を 理由と し た異な る 取扱いに「 正当な 理由がある 」

　 場合、 すな わち 当該行為が

　 ①　 客観的に見て 正当な 目的の下に行われたも ので あり 、

　 ②　 その目的に照ら し て やむを 得な いと 言え る 場合

　 は「 不当な 差別的取扱い」 にはな り ま せん。

● 「 正当な 理由」 に相当する か否かについて は、 個別の事案ご と に、

　 ・ 障害者、 事業者、 第三者の権利利益

　 　（ 例： 安全の確保、 財産の保全、 事業の目的・ 内容・ 機能の維持、 損害発生の防止等）

　 ・ 行政機関等の事務・ 事業の目的・ 内容・ 機能の維持

　 等の観点から 、 具体的場面や状況に応じ て 総合的・ 客観的に判断する 必要があり ま す。

☆例え ば次のよ う な 例は正当な 理由がある た め、不当な 差別的取扱いに該当し な いと 考え ら れま す。

● 実習を 伴う 講座において 、 実習に必要な 作業の遂行上具体的な 危険の発生が見込ま れる 障害特

性のある 障害者に対し 、当該実習と は別の実習を 設定する こ と 。（ 障害者本人の安全確保の観点）

※上記はあく ま で も 考え 方の一例で あり 、 実際には個別に判断する 必要があり ま す。



9

「 も し 何かあっ たら … 」は正当な理由になり ません！

● ペース メ ーカ ーを 利用さ れて いる 方について、 一律に判断を せず、 個別事情を よ く 聞いた 上で 判断す

る こ と が大切で す。

● こ の例で は、「 ペース メ ーカ ーを 利用し て いる 方は全て 、 ジ ムで 運動する こ と で 体調不良にな る 可能

性が高い。 し た がっ て 、 一律ジ ムへの入会はお断り し た 方が良いので はな いか」 と 判断し て おり 、 問

題があり ま す。

● 例え ば、「 普段はど のよ う な 運動を し て いま すか」「 主治医に参加可能な

プ ロ グラ ムについて ご 相談いた だ けま すか」 な ど の対話を 行っ て 、 利用

者の健康状態や普段の運動への取組状況等を 具体的に確認し て みま し ょ

う 。 そ の上で 、 個別の事情を 踏ま え て 、 そ の方の安全確保上、 制限が必

要と 判断さ れた 場合にのみ、 必要な 限度で 、 プ ロ グラ ムへの参加を 制限

する と いっ た 対応を 行う こ と が必要で す。

☆ 上記の例を 始め、 こ のリ ーフ レ ッ ト で 紹介し た例な ど 、 ケース ご と の考え 方な ど 詳し く 知り た い方は

    こ ち ら を 参照く ださ い。

　  不当な 差別的取扱い・ 合理的配慮の提供に係る ケース ス タ ディ 集

　  h t t p s : //w w w 8 . c a o . g o . j p /sh o u g a i /su i sh i n /j i r e i /ca se -st u d y . h t m l

～「 正当な理由」は個別に判断し まし ょ う ～

ペースメ ーカ ーを 利用さ れている方からスポーツジムへの入会申込みがあり

ました。

プログラムに参加すること で身体に負担がかかり 体調不良になってしまわない

か不安です。

障害のある人の安全の確保のためには、 入会をお断りした方がよいと思う ので

すが、 このよう な場合も 、「 不当な差別的取扱い」 に当たるのでしょう か？

対応のポイ ン ト

例： ペースメ ーカー利用者がスポーツジムの入会を希望している

● 「 正当な理由がある 場合」 の判断は、 個別のケースごと に行う こ と が重要です。

● 「 過去に同じ よう なこ と があっ たから 」「 世間一般にはそう 思われている から 」 と いっ た理由で、 一律に判

断を 行う こ と は、「 正当な理由がある 場合」 には該当し ません。 個別の事案ごと に、 具体的場面や状況に

応じ て、 判断を するこ と が必要です。

● また、 そのためには、 障害のある 人に対し 、 個別の事情や、 配慮が必要か等の確認を 行う こ と が有効です。

※障害者、 事業者、 第三者の権利利益等の観点を 判断する ためや、 合理的配慮の提供のために必要な範囲で、 プラ イ バシーに

配慮し ながら 、 障害のある人に障害の状況等を 確認するこ と は、 不当な差別的取扱いには該当し ません。

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/case-study.html
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障害のある 人へ適切に対応する ための

チ ェ ッ ク リ ス ト

法令の内容と 障害の特性等について理解し まし ょ う

円滑なやり 取り のためには、 法令や障害に関する 理解が重要です。 主な障害特性や合理的配慮の

具体例等についてあら かじ め確認し ておき まし ょ う 。

● 内閣府のポータ ルサイ ト では、障害者差別解消法の概要や、障害特性ごと の「 合理的配慮の提供」

に関する 事例等を 紹介し ています。

　 障害者の差別解消に向けた理解促進ポータ ルサイ ト

　 ht tp s://sh o u g a ish a-sab e tu ka ish o u .g o . j p

障害のある人にと っ てのバリ アと なる社内のルールやマニュ アル、 設備

等がないか確認し まし ょ う

主な障害特性や合理的配慮の具体例等について確認し たら 、 障害のある 人へのサービ ス提供等を

実質的に制限し てし まう よ う なルールがないか、 社内マニュ アル等を 改めて見直し ておく こ と も

重要です。 ま た、 障害のある 人から 申出があっ た場合には、 ルールを 理由に一律お断り を する の

ではなく 、 その都度、 柔軟に対応を 検討し まし ょ う 。

合理的配慮が提供し やすく なる よう 、 施設や設備の見直し を 行う こ と も 有効です。

● マニュ アルの見直し や研修の実施等のソ フ ト 面の対応や、 施設のバリ ア フ リ ー化等のハード 面

の対応と いっ た、 合理的配慮を 的確に行う ために、 不特定多数の障害者を 対象と し て行う 事前

改善措置のこ と を 「 環境の整備」 と いいます（「 環境の整備」 は努力義務）。

● 内閣府のポータ ルサイ ト では「 環境の整備」 の事例についても 紹介し ています。

対話による相互理解と 、 共に解決策を 検討するこ と の大切さ を 理解し ま

し ょ う

障害のある 人の障害特性や個別の状況によ っ て 、 必要な対応は異なり ます。 障害のある 人と 事業

者が対話を 通じ てお互いに理解し 合い、 障害のある 人にと っ ての社会的なバリ ア を 除去する ため

の対応案を 共に検討し ていく こ と の重要性を 、 皆で共有し まし ょ う 。

社内で相談対応ができ るよう 備えまし ょ う

障害のある 人等から 相談を 受けた と き に対応す

る 相談窓口を 事前に決めて おき 、 組織的な 対応

がで き る よ う にし ま し ょ う 。 相談窓口は、 既存

の顧客相談窓口や、 担当者でも 構いません。

https://shougaisha-sabetukaishou.go.jp
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事業者向けガ イ ド ラ イ ン（ 対応指針） について

コ ラ ム： 障害の「 社会モ デル」 と は

● 事業を 所管する 国の行政機関は、 事業者が適切に対応で き る よ う にする ために、 不当な差別的取扱いや合

理的配慮の具体例を 盛り 込んだ「 対応指針」 を 定める こ と と さ れています。 事業者は「 対応指針」 を 参考

にし て、 障害者差別の解消に向けて自主的に取り 組むこ と が期待さ れています。

● 事業者が法律に反する 行為を 繰り 返し 、 自主的な改善を 期待する こ と が困難な場合等には、 国の行政機関

に報告を 求めら れたり 、 助言、 指導若し く は勧告を さ れる 場合があり ます。

● 事業者の事業を 所管する 国の行政機関の作成し た「 対応指針」 については、下記のサイ ト に掲載し ています。

合理的配慮の具体例や業種ごと の留意事項等を 確認する際には「 対応指針」 も あわせて参照し まし ょ う 。

⇨  内閣府 HP（ 関係府省庁所管事務分野における対応指針）　

    h t t p s://w w w 8 .ca o .g o . j p /sh o u g a i/su ish in /sab ek a i/t a io sh ish in .h tm l

⇨  相談窓口一覧　

    ht tp s://w w w 8 .cao .g o .j p /sho ug a i/su ish in/sab eka i/p d f/so ud an/ta io u _ sh ish in .p d f

● こ のリ ーフ レ ッ ト では、 障害のある 人が日常生活や社会生活で受ける様々な制限（ バリ ア） を 取り 除く た

めに行う べき こ と などについて紹介し てき まし た。

● 共生社会を 実現する ために、 障害のある人が直面するバリ アを 取り 除いていく と いう 考え方は、 障害者権

利条約の基本理念である 障害の「 社会モデル」 の考え方を 踏まえたも のです。

● 障害の「 社会モデル」 と は、 障害のある 人が日常生活又は社会生活で受ける様々な 「 制限」 は、 障害のあ

る 人ご 自身の心身のはたら き の障害のみが原因なのではな く 、 社会の側に、 様々な障壁（ バリ ア） があ

るこ と によっ て生じ るも の、 と いう 考え方です。

※障害の「 社会モデル」 に対し 、 障害は個人の心身のはたらきの障害によるも のであると いう 考えを「 医学モデル」 と いいます。

● 障害のある 人も ない人も 分けへだてなく 活動でき る 共生社会の実現のためには、 こ のよ う

な考え方に基づき 、障害のある人の活動や社会への参加を 制限し ている様々な障壁（ バリ ア）

を 取り 除く こ と が重要です！

【 社会モデルの考え方】

● 階段し かないので、 2 階には上がれない

▶「 障害」 がある

車椅子の方は、 何も 変わっ ていない

変わっ たのは、 あく までも 周囲の環境

● 「 社会モ デル」 の考え 方に基

づけば、「 階段」と いう 障壁（ バ

リ ア） がある こ と で車椅子の

方に「 障害」 が生じ ている こ

と になり ます

● エレ ベータ ーがあれば、 2 階に上がれる

▶「 障害」 がなく なっ た！

①社会におけ
る 事物

通行・ 利用し にく い施設、
設備など

②制度 利用し にく い制度など

③慣行
障害のある 方の存在を 意識
し ていない慣習、 文化など

④観念 障害のある 方への偏見など

＜社会的障壁（ バリ ア）の例＞

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioshishin.html
https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/pdf/soudan/taiou_shishin.pdf


困っ たと き は…

☆「 不当な差別的取扱い」 を し な

いよ う にする にはど う すれば

よいのか、「 合理的配慮の提供」

を 求めら れた が、 ど のよ う に

対応すればよ いかわから な い

…な ど、 障害者差別解消法に

関し 困り ご と があ れば、 ま ず

は地域の身近な 相談窓口に相

談し てく ださ い。

☆こ のリ ーフ レ ッ ト を ダウンロード し たい方はこ ちら

障害者差別解消法が変わり ます！（ リ ーフ レ ッ ト )

h t t p s://w w w 8 .ca o .g o . j p /sh o u g a i/su ish in /sa b ek a i _ l e a f l e t -r0 5 .h tm l

※こ のリ ーフ レ ッ ト の文章やイ ラ スト については、 出典を 明記いただければ引用や二次利用を 含め、

自由にご利用いただけます。

☆こ のリ ーフ レ ッ ト で紹介し た例や、 ケースごと の考え方など

詳し く 知り たい方はこ ちら

不当な差別的取扱い・ 合理的配慮の提供に係るケーススタ ディ 集

ht tp s://w w w 8 .ca o .g o . j p /sh o u g a i/su ish in /j i re i/ca se-stu d y.h tm l

☆障害者差別解消法の概要や障害特性ごと の「 合理的配慮の提供」 に関する

事例等を 知り たい方はこ ちら

障害者の差別解消に向けた理解促進ポータ ルサイ ト

ht tp s://sho u g a isha -sa b e tu ka isho u .g o . j p /

●自治体の相談窓口

内閣府政策統括官（ 政策調整担当）付

障害者施策担当

住所： 〒10 0-8 91 4  東京都千代田区永田町 1-6-1 　

　 　 　 中央合同庁舎 8 号館

電話： 03-52 53 -21 11 　

フ ァ ッ ク ス： 03 -3 581-0 90 2

ホームページ：

http s://w w w 8 .cao .go .j p /sho uga i/ind ex.htm l

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai_leaflet-r05.html
https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/case-study.html
https://shougaisha-sabetukaishou.go.jp/
https://www8.cao.go.jp/shougai/index.html


第２章 これまでの取組状況と評価
前計画の①〜⑧の成果⽬標について、全１７項⽬の８割に当たる１４項⽬を達成した。達成項⽬において確⽴した体制等については、更なる向上を図っていく。
未達成の３項⽬については、原因の分析を踏まえ取組を見直し、本計画において達成を⽬指す。

第１章 計画の基本的な事項

山形市地域福祉計画

山形市基本構想

山形市発展計画２０２５

山形市高齢者保健福祉計画
山形市子ども・子育て支援事業計画
山形市健康づくり２１ など

障
害
者
基
本
法

障
害
者
総
合
支
援
法

児
童
福
祉
法

山形市障がい者基本計画

【国】基本指針

山形市障がい福祉計画
山形市障がい児福祉計画

山形市障がい福祉計画（第７期計画）及び山形市障がい児福祉計画（第３期計画）（案）の概要1/2

「山形市第４次障がい者基本計画」の基本理念

障がいの有無にかかわらず、人格と個性を尊重しあい、
地域の中で社会の一員として自⽴して生活できるまちづくり

前計画の成果目標 項 目 と 実 績
① 施設入所者の地域生活への移行 ●施設入所者数⇒174人【161人】（177人（※1）の1.6%相当（13人）の減）

▲地域移行者数⇒  11人 【 7人】（177人（※1）の6.2%相当の移行）

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム
（※2）の構築

●医療、保健、福祉関係者の協議の場の設置【済R4.1】

③ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 ●地域生活支援拠点等（※3）の設置【済R3.1】
●地域生活支援拠点等の運用状況の年１回以上の検証【実施済】

④ 福祉施設から一般就労への移行等 ▲R5年度中の一般就労移行者数40人【30人】（30人（※4）の1.3倍）等
●R5年度に就労移行支援から一般就労した者のうち、就労定着支援の利用者割合70％【87％】

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 ●児童発達支援センター１か所設置【済H24.4】
●保育所等訪問支援事業所を２か所確保【済R1.11】
●重症心身障がい児を支援する児童発達支援、放課後等デイサービスの１か所以上確保【済H27.3】
●医療的ケア（※5）児支援の協議の場の設置【済H31.3】
▲医療的ケア児等コーディネーター（※6）の配置人数 累計31人【累計12人】

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 ●基幹相談支援センター（※7）設置の必要性を含め今後の相談支援体制のあり方を検討【実施済】

⑦ 障がい福祉サービス等の質の向上に係る体制の構築 ●障がい者自⽴支援審査支払等システム（※8）による審査結果を事業所と共有する体制の構築【済R5.10】
●指導監査結果を関係自治体と共有する体制の構築【済R3】

⑧ 【本市独自】発達障がい者等への支援体制の構築 ●ピアサポート活動の場の確保【済R5.10】
●ペアレントプログラムの実施体制の確保【済R5.4】

●…達成 ▲…未達成 【 】…実績

資料３−１

※2 精神障がい者の地域生活のための医療、福祉等の支援
が包括的に確保された体制

１．計画策定の趣旨 国の基本指針、「山形市第４次障がい者基本計画」と整合性を図りながら、山形市が取り組むべき事
項を成果⽬標として掲げるとともに、成果⽬標に関連するサービス等の必要量等を見込み、障がい者
等への支援体制を確保することを⽬指す。

２ 基本理念 障がい者のための施策に関する基本的な計画である「山形市第４次障がい者基本計画」の基本理念を
共有する。

３．計画に定める事項 （１）成果⽬標
これまでの取組の実績等に基づき山形市が実施すべき８つの⽬標及び⽬標を達成するための取組

（２）成果⽬標に関連する指標
⽬標に関連し、障がい福祉サービス等について、種類ごとの必要な量等の見込

４．計画の位置付け （１）障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第３３条の
２０に基づく「市町村障害児福祉計画」として、両計画を一体的に策定する。

（２）本市における他の計画と整合性を図る

５．計画期間 令和6年度から令和8年度（3年間）

６．計画の策定体制 市障がい者自⽴支援協議会（以下「協議会」）や市⺠アンケート等により、当事者の意見聴取、利用
者ニーズの把握に努めた。

７．計画の進行管理 成果⽬標等については、年１回以上、実績を分析し中間評価を行う。

※1 R1年度末日時点の施設入所者数（山形市実績値）

※3 障がい者等の居住支援に必要な機能を備えた支援体制

※4 R1年度の一般就労移行者数（山形市実績値）

※5 恒常的な医療的ケア（喀かく痰たん吸引等）が不可欠な児童

※6 医療的ケア児等に必要なサービス調整等を担う者

※7 地域の相談支援の中核的な役割を担う総合的な相談機関

※8 障がい福祉サービス費等の請求、審査等処理を行うシステム



山形市障がい福祉計画（第７期計画）及び山形市障がい児福祉計画（第３期計画）（案）の概要2/2 資料３−２

第３章 アンケート調査について
（１）山形市障がい福祉アンケート調査

＜⽬ 的＞障がい福祉サービス等に対する
住⺠のニーズ等を把握する。

＜対象者＞・本市に住所を有する障がい手帳所持者等
1,980名（無作為抽出）

・本市内で事業所を運営する社会福祉法人
12法人

＜期 間＞R5.8上旬〜同⽉29日
＜回収率＞61.4％

（２）事業所等アンケート調査
＜⽬ 的＞障がい福祉サービス等事業における

課題を把握する。
＜対象者＞・本市内の障がい福祉サービス等

事業所308件
（１件／１サービス）

＜期 間＞R5.7上旬〜同⽉19日
＜回収率＞66.2％

計画策定に当たり、市⺠のニーズや事業者の課題を把握するため、アンケート調査を実施した。
●３つの障がい種別の結果において、

在宅生活者が多数で、在宅での介助、住まい
や相談など、地域生活の充実を求めている。

●知的障がいの結果では、グループホームの利用
や通所事業所の確保を求める声が大きい。

⇒サービスの必要量の増を見込み、
相談体制の確保のため、事業者の業務効率化

（ICT導入）に取り組む。

●事業所等に受入れ余裕がないため
に利用を断っている状況。

●労働力（介護職員数）不足が大
きな課題。サービス提供量の確保
のため、人材確保が不可欠。

⇒高齢者介護分野における事業所の
生産性向上を図る事業を障がい福
祉分野に横展開し、障がい福祉の
仕事の魅力発信等を実施。

資料３−1

第４章 成果目標
これまでの取組の実績、アンケート調査から得られたニーズや事業所の課題に基づき、
山形市が実施すべき事項を成果⽬標として掲げるとともに、成果⽬標達成に向けた取組を定める。

第５章 成果目標に関連する指標
成果⽬標の達成に関連するサービス等の必要な
量等を見込む。

成 果 目 標 項 目 成果目標達成に向けた取組

１ 障がい者支援施設入所
者の地域生活への移行

◆施設入所者数152人以下（161人（※9）の5%（ 9人）以上減少）
◆地域移行者数 10人以上（161人（※9）の6%（10人）以上） ・個別の支援会議等通じた本人の意思や必要なサービス等のニーズ把握

・把握したニーズを法人等に共有することでサービス事業所の整備を促進

２ 精神障がいにも対応
した地域包括ケアシステ
ムの構築・推進

◆医療、保健、福祉関係者の協議の場の年１回以上の開催等 ・関係機関と連携した地域課題解決への取組等のための活用

３ 地域生活支援の充実 ★【新規】地域生活支援拠点等コーディネーター(※10)の配置人数17人
★【新規】強度行動障がい(※11)者への支援体制の整備

・地域生活支援拠点等コーディネーターを市内の全17の相談支援事業者に配置
・強度行動障がい者について、協議会等を活用したのニーズの把握、専門的支援

が可能な人材の増（専門的支援が可能な事業所との事例共有、県が実施する強
度行動障がい支援者養成研修の周知）

・地域生活支援拠点等の機能を有する事業者の業務効率化（ICT導入）

４ 福祉施設から一般就労
への移行等

◆R8年度中の一般就労移行者数32人以上（25人(※12)）の1.28倍） 等
★【新規】一般就労移行者の割合が5割以上の就労移行支援事業所を全体の5割
★【新規】就労定着支援利用者数33人以上（23人(※13)の1.41倍）
★【新規】就労定着率7割以上の就労定着支援事業所を全体の2割5分

・一般就労に進まないケースの課題を個別に把握、支援の質の向上に活用
・就労継続支援利用者に一般就労の意向を定期確認、意向に基づいた一般就労

のための支援を実施
・協議会において、各種サービスや支援事例の共有等を通じた関係機関の連携体

制の確保
・山形労働局が主催する精神・発達障がい者しごとサポーター養成講座につい

ての周知

５ 障がい児支援の提供体
制の整備等

★【新規】障がい児のインクルージョンを推進する体制の構築
◆医療的ケア児等コーディネーターの配置人数 累計31人

・児童発達支援センター、保育所、学校、障がい児福祉事業所等の関係機関が
連携する場を協議会に構築

・県が実施する医療的ケア児等コーディネーター養成研修の受講について、
事業所等に対する働きかけを強化し受講者数を増

６ 相談支援体制の充実・
強化等 ★【新規】基幹相談支援センターを１か所以上設置 ・現在の相談機能を踏まえた基幹相談支援センターの設置

・相談件数増加に対応したICT導入等による事業者の負担軽減

７ 障がい福祉サービス事
業所等の適正な運営に係
る体制の構築

◆構築済である請求審査結果や指導監査結果を共有体制を確保
・請求の過誤情報について、頻出事例を全事業者に対し共有
・指導監査を踏まえた事業者が改善すべき事項等について、全事業者や県指導監

査部門等と共有

８ 就労継続支援Ｂ型事業
所（※14）における工賃
水準の向上

★【新規】工賃向上のための取組や支援体制について検討の場の設置
★【新規】工賃水準を県が令和6年中に定める工賃向上計画に基づく

⽬標額まで引き上げ

・山形市障がい者自⽴支援協議会に市内の全就労継続支援B型事業所で構成する
検討の場を設置

・検討を踏まえ企画された生産品の価値を高める取組等について、県共同受注
センターや市の商工部門等との適切な連携により、実現のための体制を確保

成果目標に関連する指標
・障がい福祉サービス等の利用者数、利用量の見込、

介護人材の確保のための魅力発信等
・地域生活支援事業等の実施体制等
・障がい福祉サービス等事業所の整備

・協議の場への参加者数等
・精神障がい者の障がい福祉サービス利用者数

・強度行動障がい者の障がい福祉サービス利用者数

・障がい福祉サービス等のうち就労系サービスの利用者数、
利用量の見込

・障がい児通所サービスの利用者数、利用量の見込
・障がい児保育の実施（第二期山形市子ども・子育て支

援事業計画より）
・ペアレントプログラムの受講者数等
・保育所等の巡回支援の実施

・協議会における個別事例検討の実施回数等

・審査や指導監査の結果を共有する回数 等

・市の障がい者就労施設等からの物品等調達
における⽬標額以上の調達

・工賃向上を図るための取組についての検討回数

★…新規 ◆…継続

※14 一般就労が困難な障がい者等に生産活動等の場
や訓練を提供する事業（雇用契約を結ばない）

※9 令和4年度末日時点の施設入所者数（山形市実績値）

※10 障がい者の介護者が急病等により不在となったとき等におけるサービスの利用調整を担う者
※11 自傷など本人等の暮らしに影響を及ぼす行動が著しく高い頻度で起こり、特別に配慮された支援が必要な状態

※12 R3年度の一般就労移行者数（山形市実績値）
※13 R3年度の就労定着支援事業利用者数（山形市実績値）

（本文P27）

（本文P28）

（本文P29）

（本文P31）

（本文P33）

（本文P35）

（本文P36）

（本文P37）
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山形市  

 

こ の 計 画 の 推 進 に よ り 、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の こ の ゴ ー ル

の 達 成 に 貢 献 す る こ と を 目 指 し ま す 。  

（案） 
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「障がい」の表記について 

  本計画においては「障害」を「障がい」と表記します。 

  ただし、法令名、告示の名称、法令等からの抜粋についてはそのままの表記 

とします。 
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第１章 計画の基本的な事項 

第１章 計画の基本的な事項 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

山形市では、障害者基本法に基づき、令和２年３月に「障がいの有無にかかわら

ず、人格と個性を尊重しあい、地域の中で社会の一員として自立して生活できるまち

づくり」を基本理念とする「山形市第４次障がい者基本計画」を策定しました。 

この基本理念のもと、「障がい者の自立した生活の支援」、「障がい者の社会参加の

確保」、「障がいを理由とする差別の解消の推進」という３つの基本目標と取り組むべ

き基本施策を掲げ、障がいの有無にかかわらず地域全体で支え合う共生社会の実現に

向けて、障がい福祉施策の推進に取り組んでおります。 

 「山形市障がい福祉計画（第７期計画）」及び「山形市障がい児福祉計画（第３期

計画）」（以下「本計画」といいます。）は、国が定める基本指針１及び「山形市第４次

障がい者基本計画」と整合性を図りながら、山形市が取り組むべき事項を成果目標と

して掲げるとともに、成果目標に関連するサービス等の必要量等を見込み、障がい者

等への支援体制を確保することを目指します。 

 

２ 計画の基本理念 

 

 本計画は、山形市における障がい者等のための施策に関する基本的な計画である

「山形市第４次障がい者基本計画」の基本理念を共有し、障がい者等（難病患者を含

みます。）が住み慣れた地域の中で自立した生活を送れるよう支援を行い、地域共生

社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
１ 基本指針：障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成２９年厚生労働省   

告示第１１６号（最終改正：令和５年
こども家庭庁

厚生労働省 告示第１号  

障がいの有無にかかわらず、人格と個性を尊重しあい、 
地域の中で社会の一員として自立して生活できるまちづくり 

基本理念 
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第１章 計画の基本的な事項 

 

（参考）「山形市第４次障がい者基本計画」の基本施策 

基本施策 施策の内容 

１ 自立に向けたサービスの 

充実と環境の整備 

⑴ 自立した生活支援の充実 

⑵ 相談・情報提供体制の充実 

⑶ 経済的自立に向けた支援の充実 

⑷ 保健・医療サービスとの連携 

⑸ 教育・療育の充実 

⑹ 働く場の確保 

２ 社会参加の機会の確保 ⑴ 社会参加のための手段の確保 

⑵ 社会参加の機会の拡大 

３ 地域で支え合う仕組みの構築 ⑴ 差別の解消と権利擁護の推進 

⑵ バリアフリー化の推進 

⑶ 啓発・広報活動の推進 

⑷ ボランティア活動の推進 

⑸ 防災・防犯対策の推進 

 

 

３ 計画に定める事項 

 

 本計画では、これまでの取組の実績や、アンケート調査によって得られたニーズ、

事業所等の課題に基づいて、山形市が実施すべき事項を成果目標として掲げ、併せ

て、成果目標を達成するための取組を定めます。成果目標２の項目は、基本指針を踏

まえた７項目及び山形市独自の１項目の８項目としています。 

 また、成果目標に関連する指標３として、障がい福祉サービス等の種類ごとの見込

量等を定めます。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 成果目標：基本指針が示す、必要なサービス等の提供体制の確保に係る目標。 

３ 成果目標に関連する指標：成果目標の達成に関連したサービス等についての見込量等。  
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第１章 計画の基本的な事項 

 

４ 計画の位置づけ 

 

本計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下

「障害者総合支援法」といいます。）第８８条に基づく「市町村障害福祉計画」と児

童福祉法第３３条の２０に基づく「市町村障害児福祉計画」を一体的に策定するもの

です。 

 また、本計画は、山形市における他の計画と整合性を図ります。 

 

 

５ 計画期間 

 

 本計画における計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

山形市障がい 

福祉計画 
 

   

山形市障がい児 

福祉計画 
 

   

（参考） 

山形市障がい者 

基本計画 
 

 

                                      R：令和 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形市地域福祉計画 

山形市基本構想 

 

 

山形市発展計画２０２５ 

山形市高齢者保健福祉計画 

山形市子ども・子育て支援事業計画 

山形市健康づくり２１   など 

山形市障がい者基本計画 

障
害
者
基
本
法 

障
害
者
総
合
支
援
法 

児
童
福
祉
法 

【国】基本指針 

山形市障がい福祉計画 

山形市障がい児福祉計画 

第６期 第７期 第８期 

第２期 第３期 第４期 

第５次（R7～R11） 第４次（R2～R6） 
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第１章 計画の基本的な事項 

 

６ 計画の策定体制 

 

（１）山形市障がい者自立支援協議会の開催等 

山形市障がい者自立支援協議会４の開催により、当事者及び関係機関等の意見

を聴取しています。 

また、基本指針では、市町村の「市町村障害福祉計画」の策定にあたり難病５

患者、難病相談支援センター等からの意見を尊重することと示されていることか

ら、山形県難病相談支援センターから意見を聴取しています。同センターからの

意見を踏まえ、本計画において「障がい者等」に難病患者を含む旨を明記してい

ます。 

（２）サービス利用状況及びニーズの把握 

障がい者、サービス事業所等へのアンケート調査により利用者のニーズの把握

に努めています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 山形市障がい者自立支援協議会：障害者総合支援法第 89 条の 3 第 1 項に基づき山形市が設置している協議体。関係機関や当

事者により構成され、地域の課題等について協議を行う。 

５ 難病：国が定める治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病（指定難病）をいう。難病患者は、障害者総合支援法の

支援の対象であり、同法に基づく障がい福祉サービス等の対象。  
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第１章 計画の基本的な事項 

 

７ 計画の進行管理 

 

本計画の成果目標等については、少なくとも１年に１回は実績を把握し、障がい福

祉施策や関連施策の動向も踏まえながら、分析及び評価（中間評価）を行います。 

また、中間評価については、山形市障がい者自立支援協議会に報告し、必要に応じ

て計画の変更等の措置を講じます。 

 

本計画におけるＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国の基本指針 

 
国の基本指針に即して成果目標を設定する。 

計画 Plan 

 
計画の内容を踏まえ、事業を

実施する。 

実行 Do 

 
中間評価等の結果を踏まえ、必要があ

ると認めるときは、本計画の変更や事

業の見直しを行う。 

改善 Act 

 
成果目標については、１年に１回以上その実績を把握

し、障がい福祉施策や関連施策の動向も踏まえなが

ら、本計画の中間評価として分析・評価を行う。 

評価 Check 



6 
 

第２章 これまでの取組状況と評価 

第２章 これまでの取組状況と評価 

 

 令和３年度から令和５年度までを計画期間とする、山形市障がい福祉計画（第６期

計画）及び山形市障がい児福祉計画（第２期計画）（以下「前計画」といいます。）の

成果目標に対する取組状況は、次のとおりです。 

 

１ 前計画の成果目標に対する実績、評価等 

 

（１）障がい者支援施設の入所者の地域生活への移行 

 

施設入所者の地域生活への移行については、令和５年度末までに、令和元年度末時

点の施設入所者数の 6％以上の地域生活移行を目指すとともに、施設入所者数を令和

元年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上の減少を目標に定めました。 

項目 数値 説明 
達成度 

（見込） 

令和 5 年度末時点の 

施設入所者数 

目標 174 人 
令和元年度末時点の施設入所者数

177 人から 1.6％以上の減少 

○ 
実績 

見込 
161 人 

R3：170 人 

R4：161 人 

令和 2 年度から令和 5

年度までの地域生活

移行者数 

目標 11 人 
令和元年度末時点の施設入所者数

177 人の 6％以上の移行を目指す 

↘ 
実績 

見込 
7 人 

R2～R3：計 5 人 

R4：2 人 

達成度 ○：目標達成 ※目標達成が見込まれない項目は目標値との比較を矢印で示す 

 

【実績】 

・施設入所者数は減少傾向にあり、目標値を上回る見込みです。 

・地域生活移行者数は令和２年度が３人、令和３年度が２人、令和４年度が２人、 

令和５年度が０人（見込み）で、目標値を下回る見込みです。 

【評価】 

 ・施設入所者数については、地域生活（グループホーム）への移行の他、入所者の

高齢化に伴う介護保険施設への移行等がありましたが、新たに入所する人数が増

加しなかったことで、減少となりました。 

・地域生活移行者数については、移行を希望する方の把握等が十分でなく、目標に

及びませんでした。本人の意思決定の確認、移行後に利用するグループホーム等

の支援の確保について、入所者個々に対する検討が必要でした。  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

精神病床における長期入院患者の地域生活への円滑な移行を進めるため、精神障が

いにも対応した地域包括ケアシステム６の構築を目標に定めました。 

項目 目標 実績 達成度 

山形市における保健、医療、福祉関係者など

による協議の場を設置 
設置 

設置した 

（R4.1） 
○ 

 

【実績】 

山形市障がい者自立支援協議会に協議の場を設置しました。また、山形県村山圏域

での協議の場に山形市も出席し、圏域的な連携の維持、向上に努めました。 

【評価】 

 関係機関からの協力を得て、協議の場を設置しました。協議の場では、医療機関と

福祉事業所の役割の明確化等、地域の支援体制の課題を整理しました。また、課題の

解決に向けた、関係機関の相互理解を深める研修会の開催等の取組が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム：精神障がい者が、地域で安心して生活できるよう、医療、福祉等が包括的

に確保された支援体制  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 

 障がい者等の高齢化、重度化や親亡き後を見据え、障がい者等が安心して地域生活

を送れるよう、①相談、②体験の機会、③緊急時の受入れ・対応、④専門的人材の育

成、⑤地域の体制づくりの５つの機能を有する地域生活支援拠点等７の確保等を目標

に定めました。 

項目 目標 実績 達成度 

地域生活支援拠点等の確保 １つを確保 
１つを確保した 

（R3.1） 
○ 

地域生活支援拠点等の運用状況の 

検証及び検討回数 
年１回以上 

年１回以上実施 

した 
○ 

 

【実績】 

・地域生活支援拠点等は、令和 3 年 1 月に確保しました。 

・５つの機能の充実を図るため、山形市障がい者自立支援協議会で、機能の活用に

ついての検証、検討を実施しました。 

【評価】 

 ・介護者が急病で不在となった場合等に備え、緊急時に障がい者等を受入れるため

の居室を確保する事業を開始したことで「③緊急時の受入れ・対応」の機能を整

備し、以て地域生活支援拠点等を確保しました。 

 ・山形市障がい者自立支援協議会で、緊急の相談を受け付ける体制や、相談受付け

後に緊急用居室等の利用までの支援機関の役割を整理し、地域生活支援拠点等を

円滑に運用するための検討を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 地域生活支援拠点等：障がい者の介護者が急病で不在となった場合等の対応や地域で生活するためのサービスの体験利用等

を行うための機能を備えた支援体制。確保の手法として、拠点等機能を備えた施設を整備する拠点整備型、複数の機関が分担

して拠点等機能を担う面的整備型がある。  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 

 福祉施設８から一般就労９への移行については、令和５年度中の就労移行支援事業 10

又は就労継続支援事業 11 からの移行者数について目標を定めました。 

また、令和５年度の就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、

70％以上が就労定着支援事業 12 を利用することを目指しました。 

項目 数値 説明 
達成度 

（見込） 

令和 5 年度中に福祉施

設を退所し、一般就労し

た者の数 

目標 40 人 
令和元年度中に福祉施設を退所し一

般就労した者 30 人の 1.3 倍 

↘ 
実績 

見込 
30 人 

R3：25 人   

R4：25 人 

就労移行支援事業利用

者のうち、令和 5 年度中

に一般就労に移行する

者の数 

目標 25 人 
令和元年度末の就労移行支援事業の

利用者 19 人の 1.3 倍 

↘ 実績 

見込 
20 人 

R3：16 人 

R4：18 人 

就労継続支援 A 型事業

利用者のうち、令和 5 年

度中に一般就労に移行

する者の数 

目標 8 人 
就労継続支援 A 型事業利用者のうち、

令和元年度中に一般就労に移行した

者 6 人の 1.3 倍 
↘ 

実績 

見込 
7 人 

R3：7 人 

R4：4 人 

就労継続支援 B 型事業

利用者のうち、令和 5 年

度中に一般就労に移行

する者の数 

目標 7 人 
就労継続支援 B 型事業利用者のうち、

令和元年度中に一般就労に移行した

者 5 人の 1.4 倍 
↘ 

実績 

見込 
3 人 

R3：2 人 

R4：3 人 

令和 5 年度に就労移行

支援事業所等を通した

一般就労移行者のうち、

就労定着支援事業利用

者の割合 

目標 70% 

令和 5 年度中に福祉施設を退所し一

般就労に移行する者（就労移行後 6 月

以上経過した者に限る。）のうち、就

労定着支援事業を利用している者の

割合 
○ 

実績 

見込 
87% 

一般就労見込 30 人に対する就労定着

支援の利用者数 26 人（令和５年４月

～９月までの月平均）≒87％ 

達成度 ○：目標達成 ※目標達成が見込まれない項目は目標値との比較を矢印で示す 

 

  

８ 福祉施設：就労移行支援事業所等、福祉的な通所サービス事業所。 

９ 一般就労：障がい福祉サービスの利用から、一般企業に就労すること。 

10 就労移行支援事業：一般就労に必要なの訓練や求職活動の支援を行う事業。 

11 就労継続支援事業：一般就労が困難な障がい者等に、生産活動等の場の提供や訓練を行う事業。A 型は雇用契約を結んで利用   

し、B 型は雇用契約を結ばずに利用するもの。 

12 就労定着支援事業：一般就労した後に、相談や連絡調整等を行い、就労定着を図る事業。  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

【実績】 

 ・障がい者雇用の促進等により、福祉施設から一般就労への移行者数は増加傾向に

ありますが、目標値を下回る見込みです。 

・就労定着支援事業の利用者数は、令和５年４月から９月までの期間の月平均で 26   

人が利用しており、目標値を上回る見込みです。 

【評価】 

 ・就労移行支援について、前計画期間における利用人数が 20 人増加（※１）した

ことに対し、一般就労移行者数の増加が 4 人（※２）に留まっており、一般就労

に進まない（進みにくい）ケースについて、個別に要因を把握することが必要で

した。 

    ※１ 20 人…令和 3 年度実績 36 人と令和 5 年度実績（見込）56 人の差 

（第５章１の見込量より。） 

※２ 4 人…令和 3 年度実績 16 人と令和 5 年度実績（見込）20 人の差） 

・就労継続支援からの一般就労移行については、本人に一般就労する意思があるこ

とが前提であることから、意思の確認の徹底が必要でした。 

・就労定着支援事業は、積極的に活用されています。 
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 

 障がい児やその家族が地域で安心して生活ができるよう、障がい児支援の提供体制

の確保を目指しました。 

項目 目標 実績 達成度 

令和５年度末までに児童発達支援セ

ンター13 を設置 

1 か所以上 

設置 

1 か所設置した 

(H24.4) 
○ 

令和５年度末までに保育所等訪問支

援 14 を利用できる体制を構築 

2 か所以上 

確保 

5 か所確保した 

（R1.11） 
○ 

令和５年度末までに主に重症心身障

がい児を支援する児童発達支援事業

所 15 を確保 

圏域 19 又は市内に 

1 か所以上確保 

市内に 

2 か所確保した 

（H25.10） 

○ 

令和５年度末までに主に重症心身障

がい児を支援する放課後等デイサー

ビス事業所 16 を確保 

1 か所以上 

確保 

市内に 

3 か所確保した 

（H27.3） 

○ 

令和５年度末までに医療的ケア 17 

児支援のための協議の場の設置 
設置 

設置した 

（H31.3） 
○ 

令和５年度末までの医療的ケア児等

コーディネーター18 の配置人数 
累計 31 人 累計 12 人 ↘ 

 

 

 

 

 

 

  

13 児童発達支援センター：児童発達支援事業のほか、障がい児やその家族、障がい児を預かる施設への助言等を行う機関。 

14 保育所等訪問支援：保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援や保育所等への助言を行う事業。 

15 児童発達支援事業：未就学の障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の指導や訓練等を行う事業。 

16 放課後等デイサービス事業：就学している障がい児に対し、授業の終了後等に訓練や交流の促進等を行う事業。 

17 医療的ケア：人工呼吸器による呼吸管理、喀かく痰たん吸引等、自宅で家族等が日常的に行う医療的な行為。医療的ケア児

とは、恒常的に医療的ケアを受けることが不可欠な児童。 

18 医療的ケア児等コーディネーター：医療的ケア児や重症心身障がい児に必要なサービスを総合的に調整し、関係機関と医療

的ケア児等及びその家族をつなぐ役割を担う者。 

19 圏域：山形市及び隣接する上山市、天童市（障がい児及びその家族の利便性等を考慮し、山形市が設定） 
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

【実績】 

 ・山形市が設置している児童発達支援センター「こまくさ学園」等障がい児通所施

設を確保し障がい児への支援を行いました。 

・保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携し、山形市障がい者自

立支援協議会に山形市医療的ケア児支援連絡会議を設置し、医療的ケア児への支

援のための協議を行いました。 

・医療的ケア児等コーディネーターの配置人数については、目標値を下回る見込み

です。 

【評価】 

 ・児童発達支援センター等の障がい児通所施設や、医療的ケア児支援のための協議

の場を設置し、障がい児へのサービス提供体制を確保しました。 

 ・研修の周知の不足等により、医療的ケア児等コーディネーターの目標人数が配置

できませんでした。 

 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

 

障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、相談支援体制の

充実・強化等を目指しました。 

項目 目標 実績 達成度 

 

総合的・専門的な相

談支援の実施及び地

域の相談支援体制の

強化を実施する体制

の確保 

 

現行の相談支援体制を維持し

つつ、基幹相談支援センター20

設置の必要性を含め今後の相

談支援体制のあり方について

検討する。 

相談支援体制のあ

り方について検討

を実施 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

20 基幹相談支援センター：地域における相談支援の中核的な役割を担い、障がい者等に対する総合的な相談支援を行うこと等

を目的とした機関  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

【実績】 

・山形市障がい者自立支援協議会において、相談支援事業者により地域の相談体制

のあり方（断らない相談体制づくり等）や、基幹相談支援センターの設置につい

ての検討を行いました。 

【評価】 

 ・障がい者等の相談件数が増加している現状等を踏まえ、相談を受けた事業者がで

きるだけ相談を断ることなく対応できるよう、相談経路や事業者の役割を整理し

ました。 

 

 

 

（７）障がい福祉サービス等の質の向上に係る体制の構築 

 

障がい福祉サービス等の事業所の適正な運営を確保し、利用者が必要とする障がい

福祉サービス等が提供される体制の構築を目指しました。 

項目 目標 実績 達成度 

障害者自立支援審査支払等システム 21 

による審査結果を事業所と共有する体制の

構築 

令和 5 年度末 

までに構築 

構築した 

（R5.10） 
○ 

指導監査結果を事業所及び県の指導監査部

門と共有する体制の構築 

令和 3 年度末 

までに構築 

構築した 

（R3） 
○ 

 

【実績】 

・障がい者自立支援審査支払等システムの審査の結果判明した請求の過誤につい

て、過誤のあった事業所と個別に共有するとともに、頻出する過誤事例について

は、電子データにとりまとめ、年に１回以上、全ての事業所と共有する体制を構

築しました。 

・指導監査結果を踏まえ、特に改善すべきものとして多かった事例等について、事

業所に対して集団指導を通じ注意喚起を行うとともに、判断に迷うような事例が

ある場合には、県の指導監査部門と随時、相互に資料の提供や情報交換を行う体

制を構築しました。 

【評価】 

 ・目標を達成したことで、事業所の適正な運営を確保する体制を整えました。 

 

 

21 障がい者自立支援審査支払等システム：自立支援給付費（障がい福祉サービス）等に係る事業者からの請求について、内容

の審査や支払処理を行うシステム。  
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第２章 これまでの取組状況と評価 

 

（８）発達障がい者等への支援体制の構築 

 

基本指針では示されていませんでしたが、山形市の独自目標として、発達障がい者

等とその家族が地域で安心した生活が送れるよう支援体制の充実を目指しました。 

項目 目標 実績 達成度 

 

ピアサポート 22 活動の場 

 

令和 5 年度末まで

に確保 

確保した 

（R5.10） 
○ 

 

ペアレントプログラム 23 の実施体制 

 

令和 5 年度末まで

に構築 

構築した 

（R5.4） 
○ 

 

【実績】 

・ピアサポート活動及びペアレントプログラムを実施している事業所を確保しまし

た。 

【評価】 

・発達障がい者等の地域生活のための支援体制を確保しました。 

 

 

２ 総括 

 

 前計画の８つの成果目標の中の１７項目の８割に当たる１４項目を達成し、障がい

者等への支援体制等の確保が図られました。達成した項目で確率した体制等について

は、本計画においても更なる向上を図っていきます。 

 未達成の３項目については、その原因の分析を踏まえて取組を見直し、本計画にお

いて達成できるよう取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 ピアサポート：発達障がい者やその親同士の支え合い。 

23 ペアレントプログラム：子育てに難しさを感じる保護者が、子どもの行動を観察して特徴を理解したり発達障   

がい者の特性を学ぶこと。  
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第３章 アンケート調査等について 

第３章 アンケート調査について 

  

本計画の策定にあたり、障がい福祉サービス等に対するニーズを把握するための

「障がい福祉アンケート調査」と、事業における課題等を把握するための「アンケー

ト調査」（以下「事業所等アンケート調査」といいます。）を行いました。 

両調査の結果のうち、本計画に定める成果目標や、障がい福祉サービス等の実施に

関連するものを抜粋し掲載します。 

 

１ 「障がい福祉アンケート調査」概要 

 

調査対象者 

 ① 山形市に住所を有する、障がい者手帳を所持する方及びその他市民の方から無

作為に選定した計 1,980 名の方 

 ② 山形市に住所を有する障がい福祉サービス事業所等を運営する社会福祉法人 12

法人（※） 

※ 事業所等の整備計画の多くが社会福祉法人によるものであることから、 

調査対象としました。 

 

調査期間 

 令和５年８月上旬～同月２９日 

 

調査方法 

 調査対象者あて直接アンケート調査票を郵送し、無記名方式で回収 

 

回収率等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査区分 配布数 
回収数 

（有効回答数） 
回収率 

身体障がい 530 339 64.0％ 

知的障がい 450 289 64.2％ 

精神障がい 450 272 60.4％ 

その他市民 550 316 57.5％ 

社会福祉法人 12 8 66.7％ 

合計 1,992 1,224 61.4％ 
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第３章 アンケート調査等について 

 

●「障がい福祉アンケート調査」の結果（抜粋） 

（注１）SA（Single Answer の略）は単一回答を、MA（Multiple Answer の略）は複数回答を、それぞれ

表します。 

（注２）図表中の n（Number of cases の略）は、設問に対する回答者数のことであり、質問によって異

なる場合があります。 

（注３）障がい福祉アンケート調査では、設問が調査対象者ごとに設定されています。本計画において

は、統一的に掲載するため、調査対象者ごとの回答の一部を抜粋し、表現等に一部修正を加えて

います。 

 

（１）障がい者手帳所持者 

・あなたは現在どこで暮らしていますか。【SA】 

・今後どのように生活したいですか。【SA】 

 

 

 

身体障がい：今後の生活 

身体障がい：現在の生活 

グループホーム等で生活したい 

25.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

60.7%

6.6%

0.0%

3.3%

3.3%

24.6%

1.6%

52.9%

5.1%

0.8%

13.7%

0.8%

18.0%

8.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

自宅で家族と暮らしたい

自⽴して暮らしたい（家族と別居）

世話人の援助を受けながら、地域で仲間と生活したい（グ
ループホームなど）

施設に入所したい（または現在の施設に入所し続けたい）

その他

特に考えていない・まだよくわからない

不明
18歳未満(n=4)
18〜64歳(n=61)
65歳以上(n=255)

自宅で家族と暮らしたい

自立して暮らしたい（家族と別居）

世話人の援助を受けながら、地域で仲間と生活したい
（グループホームなど）

施設に入所したい（または現在の施設に入所し続けたい）

その他

特に考えていない・まだよくわからない

不明

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

95.1%

1.6%

3.3%

0.0%

0.0%

0.0%

83.1%

2.4%

8.6%

1.6%

1.2%

3.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅（アパートなどを含む）

福祉ホームやグループホーム

福祉施設に入所

病院に入院

その他

不明

18歳未満(n=4)

18〜64歳(n=61)

65歳以上(n=255)

無回答 

無回答 
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第３章 アンケート調査等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

86.2%

9.4%

2.0%

1.5%

0.0%

1.0%

50.0%

37.5%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅（アパートなどを含む）

グループホーム

福祉施設に入所

病院に入院

その他

不明
18歳未満(n=66)
18〜64歳(n=203)
65歳以上(n=8)

知的障がい：現在の生活 

知的障がい：今後の生活 

48.5%

4.5%

22.7%

6.1%

1.5%

13.6%

3.0%

43.3%

6.4%

25.1%

8.9%

1.5%

8.9%

5.9%

37.5%

0.0%

25.0%

12.5%

0.0%

12.5%

12.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自宅で家族と暮らしたい

自⽴して暮らしたい（家族と別居）

グループホームなどの共同生活

施設に入所したい（または現在の施設に入所し続けたい）

その他

特に考えていない

不明

18歳未満(n=66)

18〜64歳(n=203)

65歳以上(n=8)

グループホーム等で生活したい 

福祉ホームやグループホーム 

無回答 

無回答 
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第３章 アンケート調査等について 

 

 

 

 

 

 

○障がい者手帳所持者の多くが、現在自宅で暮らしていることが分かります。 

○今後の生活では、「自宅で家族と暮らしたい」や「自立して暮らしたい」の在宅生活を希望

する回答が多いことが分かります。 

また、知的障がいの結果においては、グループホームを希望する割合が高いことが分かり

ます。  

47.7%

22.7%

2.3%

4.1%

1.4%

19.5%

2.3%

31.6%

2.6%

7.9%

10.5%

5.3%

28.9%

13.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅で家族と暮らしたい

自⽴して暮らしたい（家族と別居）

世話人の援助を受けながら、地域で
仲間と生活したい（グループホーム）

施設に入所したい
（または現在の施設に入所し続けたい）

その他

特に考えていない・まだよくわからない

不明
18〜64歳(n=220)

65歳以上(n=38)

精神障がい：現在の生活 

87.3%

2.3%

0.0%

8.6%

0.5%

1.4%

76.3%

2.6%

5.3%

13.2%

0.0%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅（アパートなどを含む）

福祉ホームやグループホーム

福祉施設に入所

病院に入院

その他

不明
18〜64歳(n=220)
65歳以上(n=38)

精神障がい：今後の生活 

グループホーム等で生活したい 

無回答 

無回答 
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第３章 アンケート調査等について 

 

障がい者入所施設（※）からの地域移行（施設を退所して家やグループホームに

住み、地域で生活することをいいます。）について、どう思いますか。【SA】 

（※ 精神障がいの設問には、「長期入院先の病院」を含みます。）  

 

 

 

 

 

 

○障がい者入所施設や長期入院先の精神科病院からの地域移行について、「地域移行したい

（した方が良い）」と思う方が「地域移行したくない（しない方が良い）」と思う方を上回

りました。一方で、「どちらとも言えない」と思う方の割合が高くなっています。 

  

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

26.4%

10.9%

52.3%

4.5%

5.9%

18.4%

13.2%

44.7%

5.3%

18.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

地域移行して、地域で生活したい
（した方が良い）

地域移行したくない
（しない方が良い）

どちらとも言えない

その他

不明
18〜64歳(n=220)
65歳以上(n=38)

24.2%

3.0%

63.6%

9.1%

0.0%

20.7%

9.4%

42.4%

7.4%

20.2%

37.5%

0.0%

37.5%

12.5%

12.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

地域移行して、地域で生活したい（した方が良い）

地域移行したくない（しない方が良い）

どちらとも言えない

その他

不明

18歳未満(n=66)
18〜64歳(n=203)
65歳以上(n=8)

25.0%

0.0%

75.0%

0.0%

0.0%

19.7%

6.6%

55.7%

4.9%

13.1%

14.9%

9.4%

50.2%

5.1%

20.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

地域移行して、地域で生活したい（した方が良い）

地域移行したくない（しない方が良い）

どちらとも言えない

その他

不明

18歳未満(n=4)

18〜64歳(n=61)

65歳以上(n=255)
無 回 答  

無 回 答  

無 回 答  
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第３章 アンケート調査等について 

 

 今後、障がい者福祉を充実させるために山形市はどのようなことに特に力を

入れていく必要があると思われますか。【MA】 

 

 

 

  

身体障がい 

無回答  
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第３章 アンケート調査等について 

 

 

 

 

  

16.7%

34.8%

36.4%

21.2%

21.2%

33.3%

25.8%

1.5%

4.5%

1.5%

6.1%

30.3%

4.5%

0.0%

7.6%

6.1%

3.0%

1.5%

10.6%

18.7%

18.7%

4.4%

31.0%

17.7%

29.1%

18.7%

1.5%

4.4%

6.9%

8.9%

26.6%

1.0%

9.4%

5.9%

9.9%

2.5%

6.9%

9.9%

37.5%

0.0%

0.0%

12.5%

37.5%

12.5%

0.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

0.0%

25.0%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0%

在宅生活において、介助がいつでも受けられる

通所施設の整備

学校や就職先が選択できる

安心して住めるところがある

入所施設の整備

経済面での支援が受けられる

相談体制

早期発見や予防につながる機会の確保

健康管理や治療・リハビリ

快適で安全なまちづくり

旅行や遊びのための外出が気がねなく出来ること

障がいや病気について周囲の人の理解

地域での交流の機会

情報の公平な伝達

契約行為や財産など権利が守られること

災害時の避難支援

その他

特にない

不明

18歳未満(n=66)

18〜64歳(n=203)

65歳以上(n=8)

知的障がい 

無回答  



22 
 

第３章 アンケート調査等について 

 

 

  

○全ての障がい種別の結果において、「在宅生活において、介助がいつでも受けられる」、

「安心して住めるところがある」回答が多く、それに伴い、日々の相談に対応できる

よう、相談体制の充実を求める方が多いことが分かります。 

○また、知的障がい結果においては「通所施設の整備」など、事業所の確保を求める回答

が多いことが分かります。  

精神障がい 

無回答  
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第３章 アンケート調査等について 

 

（２）社会福祉法人 

 施設整備計画はありますか。 

 

【令和６年度の施設整備の計画】 

 
 

【令和７年度の施設整備の計画】 

回答なし 

 

【令和８年度の施設整備の計画】 

 

 

（注）施設整備計画は、障がい福祉アンケート調査での回答です。山形市では、別

途、社会福祉施設等の施設整備の計画について毎年度調査を行っています。 

 

 

 

 

 

  

回答数 具体的数量 回答数 具体的数量

共同生活援助（介護サービス包括型） 1事業所 2件

令和6年度
新設 拡充

回答数 具体的数量 回答数 具体的数量

生活介護 1事業所 ※
共同生活援助（介護サービス包括型） 1事業所 ※

 ※…件数の数量把握には至っていない

新設 拡充
令和8年度
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第３章 アンケート調査等について 

 

２ 「事業所等アンケート調査」概要 

 

調査対象者 

 山形市管内で障がい福祉サービス等（※）を実施する全ての事業所及び施設 

※ 指定障がい福祉サービス、指定相談支援、指定障がい児通所支援、 

指定障がい児相談支援、地域生活支援事業（注） 

     注：移動支援（個別支援型、日中活動サービス送迎型）、生活訓練等、 

日中短期入所、タイムケア、訪問入浴、障がい者自立支援訓練 

調査期間 

 令和５年７月上旬～同月１９日 

 

調査方法 

 調査対象者あて直接アンケート調査票を電子メールで送付し、回収（回答者を特定

しないよう集計） 

 

回収率等 

 

サービス種別 回答件数
調査対象

件数
回答率

居宅介護 15 26 57.7%

重度訪問介護 12 21 57.1%

同行援護 1 4 25.0%

行動援護 0 1 0.0%

短期入所 9 14 64.3%

療養介護 1 1 100.0%

生活介護 16 19 84.2%

施設入所支援 3 4 75.0%

自立訓練（生活訓練） 1 1 100.0%

自立訓練（機能訓練） 0 0 -

宿泊型自立訓練 2 2 100.0%

就労移行支援 3 5 60.0%

就労継続支援A型 5 6 83.3%

就労継続支援B型 22 24 91.7%

就労定着支援 2 4 50.0%

自立生活援助 1 1 100.0%

共同生活援助（介護サービス包括型） 8 12 66.7%

共同生活援助（外部サービス利用型） 4 8 50.0%

共同生活援助（日中サービス支援型） 2 2 100.0%

地域移行支援 5 10 50.0%

地域定着支援 4 9 44.4%

計画相談支援 10 17 58.8%

児童発達支援 16 20 80.0%

医療型児童発達支援 0 0 -

放課後等デイサービス 27 35 77.1%

居宅訪問型児童発達支援 1 1 100.0%

保育所等訪問支援 2 6 33.3%

障がい児相談支援 9 15 60.0%

【地域】移動支援事業（個別支援型） 6 14 42.9%

【地域】移動支援事業（日中活動サービス送迎型） 2 3 66.7%

【地域】生活訓練等 4 4 100.0%

【地域】日中短期入所 5 7 71.4%

【地域】タイムケア 1 3 33.3%

【地域】訪問入浴 4 8 50.0%

【地域】障がい者自立支援訓練 1 1 100.0%

全体 204 308 66.2%
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第３章 アンケート調査等について 

●「事業所等アンケート調査」」の結果（抜粋） 

 

  

【その他の回答（要旨）】 

現在の課題…職員の高齢化（2 件）、報酬の不足（2 件）、基幹相談支援センターの設置（2

件）、利用者の障がい特性に対する対応の困難さ（2 件） 等 

将来の課題…早期段階での療育（2 件）、公的支援がない時間帯の支援の在り方（1 件）、恒常

的な収益増と商品開発（就労継続支援）（1 件） 等 

  

41

33
31

23

17

10
8 8 7

5
3 3 3 2 1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

短
期
入
所

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

計
画
相
談
支
援

居
宅
介
護

障
が
い
児
相
談
支
援

共
同
生
活
援
助
（
包
括
型
）

重
度
訪
問
介
護

児
童
発
達
支
援

移
動
支
援

日
中
短
期
入
所

生
活
介
護

移
動
支
援
（
送
迎
型
）

生
活
訓
練
等

共
同
生
活
援
助
（
日
中
型
）

同
行
援
護

人
数
（
人
）

キャパシティを理由として利用を断った実人数（令和4年度）

67

25
20

50

62

34

55

99

39

23

91

27 30

44
53

42
47

101

42

16

0

20

40

60

80

100

120

利
用
者
の
支
援
度

の
高
ま
り

緊
急
的
な
支
援

の
提
供

サ
ー
ビ
ス
の
体
験

利
用
対
応

専
門
的
な
支
援

の
提
供

関
係
機
関
の
連
携

支
援
に
繋
げ
る

仕
組
づ
く
り

事
業
所
等
の

整
備

介
護
職
員
数
の

不
足

介
護
職
員
の

質
の
向
上

そ
の
他

事業所が捉えている将来及び現在の課題

現在の課題 将来の課題

（合計 195 人）  
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第３章 アンケート調査等について 

 

○障がい児サービスや、居宅生活に必要なサービス、相談支援などについて、受入れ

状況に余裕がないことがうかがえます。 

○事業所等が捉えている課題について、現在及び将来のいずれも、「介護職員数の不

足」との回答が第１位となっています。 

 

 

 

３ アンケート調査等の総括 

 

アンケート調査等の結果について、本計画の策定内容（必要な障がい福祉サービス

等の量の見込等）と照らし、障がい福祉サービス等に対するニーズが回答された点を

総括します。 

 

（１）「障がい福祉アンケート調査」 

 

身体障がい、知的障がい、精神障がいの結果に共通して、自宅で生活していくこと

を希望する方が多数を占めていること、「地域移行したい（した方が良い）」と思う方

が「地域移行したくない（しない方が良い）」と思う方を上回っていることが分かり

ました。また、市に充実を望むことでは、「在宅でいつでも介護が受けられること」、

「安心して住めるところがある」、「相談体制」の希望が多く見られました。 

 

 

（２）「事業所等アンケート調査」 

   

事業所等への利用申込があっても、受入れの余裕がないために、利用を断らざるを

得ない問題が生じていることが分かりました。また、現在及び将来の課題において、

「介護職員数の不足」、「利用者の支援度の高まり」との回答が多数を占め、サービス

を提供するための労働力の確保を課題と認識していることが分かりました。 
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第４章 成果目標 

第４章 成果目標 

 

１ 障がい者支援施設の入所者の地域生活への移行 

 

障がい者支援施設（以下、本項において「施設」といいます。）に入所する障がい

者のうち、施設入所者数の減少や、施設を退所してグループホーム等での地域生活へ

移行する人についての目標を設定します。 

国の基本指針 

①令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５％以上減

少させることを基本とする。 

②令和８年度末までに令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移

行することを基本とする。 

【基本指針の説明】 

障がいの有無にかかわらず、誰もが地域社会の一員として生活していくため、施設

入所者の地域生活への移行を進めることを目指した指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・山形市の令和４年度末現在の施設入所者数は 161 人となっています。 

・令和８年度末の施設入所者数を、国の基本指針に即し、令和４年度末時点の施設入

所者数の５％以上（9 人）を減少させ、152 人以下とすることを目指します。 

・令和４年度末時点の施設入所者数のうち、国の基本指針に即し、６％以上（10 人）

が地域生活に移行することを目指します。 

項目 目標 説明 

令和８年度末時点の施設入

所者数 
152 人以下 

令和 4 年度末時点の施設入所者数 161 人

から 5％（9 人）以上減少 

令和５年度から令和８年度

までの地域生活移行者数 
10 人以上 

令和 4 年度末時点の施設入所者数 161 人

の 6％（10 人）以上 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・施設や相談支援事業者と連携を密にし、必要に応じて個別の支援会議を開催するな

どして、本人の意思決定を尊重しながら移行に必要なサービス等を個別に把握しま

す。 

・把握したニーズについては、障がい福祉サービス事業所を運営する法人等と共有す

ることで、法人等によるサービス事業所等の整備を促進していきます。 
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第４章 成果目標 

 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築・推進 

 

精神障がい者の地域生活の支援のため、保健、医療、福祉関係者等による協議の場

の開催回数の目標値を設定します。 

 

国の基本指針 

保健、医療、福祉関係者等による協議について、開催回数等を明確にし、取組を

積極的に推進することを基本とする。 

【基本指針の説明】 

精神障がい者が地域で安心して生活できるよう、保健、医療、福祉等の支援が包括的

に確保された体制を構築、推進を目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築には、保健、医療、福祉関係者

等による協議の場を通じて支援体制を作ることが必要とされており、山形市では令和

４年１月に協議の場を設置しました。 

今後とも、協議の場を活用し、精神障がい者の地域生活を支援する上での地域の課

題等について、継続して検討していきます。 

 

項目 
目標 

6 年度 7 年度 8 年度 

協議の場の開催回数 1 回以上 1 回以上 1 回以上 

協議の場における目標設定 

及び評価の実施回数 1 回以上 1 回以上 1 回以上 

※山形県村山保健所が主催する村山圏域での協議の場へも引き続き参加します。 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

 ・関係機関と連携し、地域課題の解決に向けた取組等を行うため、協議の場の活用を

継続していきます。また、協議の場の更なる活用について検討していきます。 
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第４章 成果目標 

 

３ 地域生活支援の充実 

 

 障がい者等の高齢化、重度化や親亡き後を見据えた地域生活支援拠点等の整備等、

障がい者等の地域生活支援の充実についての目標を設定します。 

 

国の基本指針 

令和８年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を整

備するとともに、その機能の充実のため、地域生活支援拠点等コーディネーター等

を配置し、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討するこ

とを基本とする。 

令和８年度末までに、各市町村又は各圏域において、強度行動障害を有する障害者

に関して、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の

整備を進めることを基本とする。 

【基本指針の説明】 

障がい者等が地域で自立した生活を送るために必要な機能を備えた支援体制（地域

生活支援拠点等）を確保するとともに、新たに強度行動障がい者への支援体制の整備

を目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・山形市では、地域生活支援拠点等を確保し、その機能（以下「拠点等機能」といいま

す。）の充実を図るため年１回以上の運用状況の検証を行っていますが、更なる機能

の充実を図るため、地域生活支援拠点等コーディネーター26 の配置を行います。 

・強度行動障がい 27 がある障がい者への支援体制を整備します。 

 

項目 目標 

【新規】地域生活支援拠点等コーディネーターの配置 17 人 

【新規】強度行動障がい者への支援体制の整備 
令和８年度末までに 

整備 

 

 

 

 

 

 

26 地域生活支援拠点等コーディネーター：地域生活支援拠点等の運営や、障がい者の介護者が急病等により不在となったとき等

の緊急事態におけるサービスの利用調整を担う者。 

27 強度行動障がい：自傷、他傷、こだわり、もの壊し、睡眠の乱れ、異食、多動など本人や周囲の人のくらしに影響を及ぼす行

動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要になっている状態。  
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第４章 成果目標 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・地域生活支援拠点等コーディネーターについては、市内全ての相談支援事業者に

配置できるよう、事業者と協議を進めます。 

・山形市障がい者自立支援協議会等を活用して強度行動障がい者のニーズを把握し

ながら、「専門的人材の確保」28 や「地域の体制づくり」29 の拠点等機能を有する

ものとして山形市から認定 30 を受けた事業所と連携し、支援の事例の共有や、山

形県が行う強度行動障がい支援者養成研修の周知を行うことで、強度行動障がい

者に対する専門的な支援ができる人材の増加を図ります。 

・拠点等機能を有する事業者にＩＣＴ機器等を導入し、支援に必要な情報を円滑に

共有できる仕組を構築することで、事業者の業務負担を軽減するよう、事業者と

ともに検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 専門的人材の確保：拠点等機能の１つで、強度行動障がい者等に対して専門的な対応を行うことができる体制を確保する機能。 

29 地域の体制づくり：拠点等機能の１つで、地域のニーズに対応するため、サービスの提供体制確保や地域の連携体制の構築 

を行う機能。 

30 認定：山形市では、拠点等機能を担う事業所等を認定する制度を運用。   
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第４章 成果目標 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

 

福祉施設利用者の一般就労への移行を促進するため、就労移行支援事業等を通じた

一般就労への移行者数等の目標を設定します。 

国の基本指針 

①就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援を行う事業等）を通じて、令和

８年度中に一般就労に移行する者について、令和３年度の一般就労への移行実績

の 1.28 倍以上を基本とする。 

②就労移行支援事業については、令和３年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以上

とすることを基本とする。 

③就労継続支援Ａ型事業については、令和３年度の移行実績の概ね 1.29 倍以上の者

の一般就労移行を目指すこととする。 

④就労継続支援Ｂ型事業については、令和３年度の移行実績の概ね 1.28 倍以上の者

の一般就労移行を目指すこととする。 

⑤就労移行支援事業所のうち、一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を

全体の半数以上とすることを基本とする。 

⑥就労定着支援事業の利用者数については、令和３年度の実績の 1.41 倍以上とする

ことを基本とする。 

⑦就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の就労定着事業所を全体の２

割５分以上とすることを基本とする。  
【基本指針の説明】 

働く意欲のある障がい者等が自立した生活を送るため、その能力を発揮して職業に

就き、社会の一員として活躍することを目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数（基本指針の①から④）につい

ては、それぞれ基本指針に即した数値目標を設定します。 

・一般就労移行者の割合が５割以上の就労移行支援事業所が、全体の半数以上となる

ことを目指します。 

・就労定着支援事業の利用者数について、令和３年度の実績の 1.41 倍（33 人）以上

を目指します。 

・就労定着率が７割以上の就労定着支援事業所が、全体の２割５分以上となることを

目指します。 
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第４章 成果目標 

 

項目 目標 説明 

令和８年度中に就労移行支援事

業所等を退所し、一般就労に移

行した者の数 

32 人以上 
令和 3 年度中に福祉施設を退所し、

一般就労に移行した者 25 人の 1.28

倍（32 人）以上 

就労移行支援事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に

移行する者の数 

21 人以上 
就労移行支援事業利用者のうち、令

和 3 年度中に一般就労に移行した者

の数 16 人の 1.31 倍（21 人）以上 

就労継続支援Ａ型事業利用者の

うち、令和８年度中に一般就労

に移行する者の数 

10 人以上 
就労継続支援Ａ型事業利用者のう

ち、令和 3 年度中に一般就労に移行

した者 7 人の 1.29 倍（10 人）以上 

就労継続支援Ｂ型事業利用者の

うち、令和８年度中に一般就労

に移行する者の数 

3 人以上 
就労継続支援Ｂ型事業利用者のう

ち、令和 3 年度中に一般就労に移行

した者 2 人の 1.28 倍（3 人）以上 

【新規】就労移行支援事業から

一般就労へ移行した者の割合が

５割以上の就労移行支援事業所

の割合 

5 割以上 

令和８年度末において、A に対する B

の割合が 5 割以上 

A 市内の就労移行支援事業所の総数 

B 一般就労移行者の割合が 5 割以上

の事業所数 

【新規】就労定着支援事業の利

用者数 
33 人以上 

令和 3 年度の実績 23 人の 1.41 倍（33

人）以上 

【新規】就労定着率が７割以上

の就労定着支援事業所の割合 
2 割 5 分以上 

令和８年度末において、A に対する B

の割合が 2 割 5 分以上 

A 市内の就労定着支援事業所の総数 

B 就労定着率が 7 割以上の事業所数 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・就労移行支援の利用者で、事業の標準的な利用期間である２年間を超えて継続して

も一般就労に移行できなかったケースを中心に、個別の支援会議等を通じてどのよ

うな課題があるのかを把握します。また、把握した課題を関係機関と共有すること

で、支援の質の向上を図ります。 

・就労継続支援の利用者に対し、サービスの利用の開始、更新の機会等を活用し、少な

くとも年に１回は一般就労の意向を確認し、その結果に基づき、一般就労移行に必

要な支援を行っていきます。 

・山形市障がい者自立支援協議会で、就労移行支援等のサービスの情報共有や支援事

例の共有等を通じ、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、就労移行支援

事業所、山形県難病相談支援センター等関係機関との連携体制を確保します。 

・山形労働局が主催する一般の従業員を対象とした精神・発達障がい者しごとサポー

ター養成講座についての周知を図り、障がい者が働きやすい職場環境づくりの推進

を図ります。  
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第４章 成果目標 

 

５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

 

障がい児とその家族に対して、身近な場所で支援できる体制についての目標を設定

します。 

 

国の基本指針 

①保育所等訪問支援等を活用しながら、令和８年度末までに、全ての市町村におい

て、障害児の地域社会への参加、包容（インクルージョン）を推進する体制を構

築することを基本とする。 

②令和８年度末までに、医療的ケア児支援のための保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等による協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関する

コーディネーターを配置することを基本とする。 

【基本指針の説明】 

障がいの有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できる社会を実現するためイン

クルージョンの推進を目指すとともに、医療的ケア児が必要な支援を適切な支援を受

けることができる体制の整備を目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・山形市内には、児童発達支援センターや、重症心身障がい児を支援する児童発達支

援事業所、放課後等デイサービス事業所が整備されていることから、今後とも、各事

業所それぞれの役割を踏まえ、サービス提供体制を確保していきます。また、山形市

障がい者自立支援協議会を活用して地域のニーズを把握していきます。 

・障がい児支援に向け関係機関による協議を更に充実させ、包容（インクルージョン）

の推進、医療的ケア児の支援体制の構築を目指します。 

・医療的ケア児等コーディネーターは、サービスの利用調整を行う障がい児相談支援

事業所及び医療的ケア児を受け入れる障がい児通所サービス事業所において１名以

上配置されることを目指します。 
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項目 目標 説明 

【新規】令和８年度末までに保育所等訪

問支援等を活用した障がい児の地域社会

への包容（インクルージョン）を推進する

体制を構築 

令和８年度末

までに構築 

児童発達支援センター、保

育、教育等の関係機関の連携

体制の構築を目指す 

令和８年度末までの医療的ケア児等コー

ディネーターの配置人数 
累計 31 人 

令和 4 年度末現在 

コーディネーター数 

累計 12 人 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・包容（インクルージョン）の推進のため、児童発達支援センター、保育所、学校及び 

保育所等訪問支援事業者をはじめとする関係機関が連携する場を、山形市障がい者 

自立支援協議会に構築していきます。 

・山形県が実施する医療的ケア児等コーディネーター養成研修の受講について、事業

所等に対する働きかけを強化し、受講者数を増加させることで、医療的ケア児等コ

ーディネーターの配置人数を拡充します。 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

 

 障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、相談支援体制

についての目標を設定します。 

 

国の基本指針 

令和８年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制

の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支

援センターを設置（複数市町村による共同設置を含む。）するとともに、地域の相

談支援体制の強化を図る体制を確保することを基本とする。 

【基本指針の説明】 

障がい者等が日常生活、社会生活を営むため、各般の相談に応じ、必要なサービスの

適切な利用を支える体制の充実、強化を目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・山形市では、市内６つの相談支援事業所に委託し、障がい者等の身近な相談窓口と

しての「山形市相談支援センター」を設置しています。同センターでは、精神保健福

祉士、社会福祉士等専門的職員を配置し、障がい者に対する総合的な相談支援、関係

機関との連絡調整、地域の相談支援事業所に対する専門的な指導及び助言等を行う

ことで、実質的に基幹相談支援センターの役割を担っています。このことを踏まえ

つつ、基幹相談支援センターの設置を図ります。 

・山形市障がい者自立支援協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基

盤の開発や改善を行っています。 

 

項目 目標 

【新規】基幹相談支援センターの設置 １か所以上 

  

＜目標達成に向けた取組＞ 

・山形市障がい者自立支援協議会において、「山形市相談支援センター」が担っている

機能を踏まえつつ検討を行い、基幹相談支援センターの設置を目指します。 

・相談件数が増加傾向にあることから、基幹相談支援センターの役割を担おうとする

事業者や山形市相談支援センター等に対しＩＣＴ機器等を導入し、業務の負担軽減

を図り、以て基幹相談支援センターが適切に機能する体制を整備します。 
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７ 障がい福祉サービス事業所等の適正な運営に係る体制の構築 

 

 障がい福祉サービス等事業所の適正な運営を確保し、障がい者等が必要とする障が

い福祉サービス等が提供されるよう目標を設定します。 

 

国の基本指針 

令和８年度末までに、障害者自立支援審査支払システムによる審査結果の共有や、

指導監査結果を関係自治体と共有する体制を構築することを基本とする。 

【基本指針の説明】 

障がい者等が日常生活、社会生活を営むため、各般の相談に応じ、必要なサービスの

適切な利用を支える体制の充実、強化を目指す指針です。 

 

＜目標設定にあたっての考え方（山形市では構築済）＞ 

・山形市においては、前計画において、障害者自立支援審査支払等システムの審査

結果の共有体制及び指導監査結果を関係自治体と共有する体制を構築しました。 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・審査の結果判明した請求の過誤ついては、頻出している事例をとりまとめ、全て

の事業所に対し年に１回以共有する体制を確保していきます。また、請求時に過

誤のあった事業所に対しての助言指導を継続していきます。 

・指導監査の結果、特に改善すべきと判断される事例等を全事業所に対して共有す

る体制や、県の指導監査部門等の関係自治体と随時の情報共有を行う体制を確保

していきます。 
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８ 就労継続支援Ｂ型事業所における工賃水準の向上 

 

就労継続支援Ｂ型事業所では、障がい者による生産活動（食料品や小物雑貨の生産

販売、清掃など役務の提供等）が行われ、生産活動を行った障がい者に対して、事業

所等から工賃が支払われています。 

令和３年度における 1 人あたりの工賃の平均月額は、全国では 16,507 円、山形県

では 12,943 円ですが、山形市では 11,082 円であり、全国と比較して工賃水準が低い

ことが課題となっています。 

国の基本指針では示されておりませんが、障がい者の経済的な自立や社会参加の促

進のため、独自に目標を設定し、工賃水準の向上を図ります。 

 

＜目標設定にあたっての考え方＞ 

・工賃向上のための取組や支援体制について検討の場を設置します。 

山形県と協働しながら、工賃向上を目指します。 

 

項目 目標 

工賃向上のための取組や支援体制について検討

の場の設置 
令和６年度中に設置 

工賃向上 
山形県が令和 6 年中に定める工賃

向上計画に基づく目標額 

 

＜目標達成に向けた取組＞ 

・検討の場として、山形市障がい者自立支援協議会に、市内全ての就労継続支援Ｂ型

事業所で構成される協議体を新たに設置します。 

・検討を踏まえ企画された生産品の価値を高める取組等について、山形県共同受注セ

ンターや山形市の商工部門等との適切な連携を図ることで、取組を実現するための

体制を確保します。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

第５章 成果目標に関連する指標 

 

成果目標の達成に関連したサービスや取組についての指標を設定します。 

 

１ 障がい者支援施設の入所者の地域生活への移行 

 

（１）障がい福祉サービス等の利用者数、利用量の見込 

 

障がい福祉サービスの種類ごとに、利用者数等の見込量及び見込量を確保するため

の方策を定めます。 

 

① 訪問系サービス 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

居宅介護 

援助が必要な障がい者等に対し、ヘルパーが、居宅におい

て食事等の介護、掃除等の家事、生活等に関する相談等、そ

の他の生活全般にわたる援助を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神

障がいにより行動上著しい困難を有する方で常に介護を必

要とする方に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時に

おける移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方の外出時

において、ヘルパーが、移動に必要な視覚的情報の提供（代

筆・代読を含む。）及び移動の支援を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいによって行動上著しい困難が

あり、常時介護が必要な方に対して、ヘルパーが、行動する

際に生じ得る危険を回避するために必要な支援や移動中の

介護等を行います。 

重度障がい者等 

包括支援 

介護の必要性がとても高い方に、ヘルパーにより居宅介護

など複数のサービスを包括的に行います。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量の考え方＞ 

・居宅介護等については、福祉施設や精神科病院から地域生活に移行した場合を含

め、障がい者等の居宅での生活にとって重要な事業です。利用実績から、今後も利

用者数が増加していくものと見込みます。 

・重度障がい者等包括支援については、利用実績がなく、現時点では利用がないもの

と見込みます。 

 

＜見込量＞               上段：利用者数 下段：サービス量  

 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・居宅介護等の事業に従事する介護職員の確保が喫緊の課題となっています。同様の

課題を抱える高齢者介護の分野において実施する事業所の生産性向上を図る事業に

ついて、その成果を障がい福祉分野への横展開し、障がい福祉の現場の仕事の魅力

の発信等を行うことで、障がい福祉サービス事業所等における介護人材の確保を図

ります。 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 237 246 247 253 260 267

時間/月 2,972 2,956 2,849 2,919 2,999 3,080

人/月 17 17 20 20 21 22

時間/月 2,994 3,008 3,271 3,271 3,435 3,599

人/月 46 45 45 46 47 49

時間/月 453 523 618 632 646 673

人/月 25 23 25 25 26 27

時間/月 90 77 76 76 80 83

人/月 0 0 0 0 0 0

時間/月 0 0 0 0 0 0

単位

第６期計画実績 第７期計画見込量

居宅介護

重度訪問介護

重度障がい者等
包括支援

同行援護

行動援護

サービスの種類
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

② 日中活動系サービス 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

生活介護 
施設への通所により、入浴や排せつ、食事の介護

や創作的活動などのサービスを提供します。 

自立訓練（機能訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定

期間、身体機能や生活能力向上のために必要な訓練

を行います。 

自立訓練（生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定

期間、食事や家事など日常の生活能力向上のために

必要な訓練を行います。 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする障がい者に、医療機

関で機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理の

下における介護及び日常生活上の援助を行います。 

短期入所（ショートステイ） 

障がい者等を介護する家族が疾病等により一時的

に介護ができない時、施設に宿泊させて入浴、排せ

つ、食事等の介護を行います。 

 

＜見込量の考え方＞ 

・生活介護については、福祉施設や精神科病院からの地域生活への移行の促進や障が

い者等の高齢化等を勘案し、今後も増加傾向が続くものと見込みます。 

・自立訓練（機能訓練）については、利用者が限定されているため、今後も大幅な増加

はないものと見込みます。 

・自立訓練（生活訓練）については、地域生活移行時の利用等を見込み、増加していく

ものと見込みます。 

・療養介護については、医療的ケアが必要な重度の障がい者等の生活の場であること

から、今後も一定の需要があるものと見込みます。 

・短期入所（ショートステイ）については、介護者の疾病等による緊急的な受入れ先と

して、また、介護者の休息のための利用として必要性が高まっていることから、増加

していくものと見込みます。 

 また、児童（18 歳未満）の利用ニーズがあることから、児童分についての見込量を

定めます。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量＞               上段：利用者数 下段：サービス量  

 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・障がい者等の日中の活動の場を確保し、自立した生活を支援するため、利用状況を

確認しながら、希望するサービスが利用できるよう、サービス提供事業所との連携

を図ります。 

・障がい者等が６５歳に到達した後は、円滑に介護保険サービスに移行できるよう、

今後とも関係機関との連携を図ります。 

・短期入所においては、入所施設の空床の利用の可能性について、サービス提供事業

所、施設との協議を行います。 

 

 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 497 504 506 514 522 531

日/月 8,951 8,878 9,160 9,305 9,450 9,613

人/月 0 1 2 2 2 2

日/月 0 1 4 4 4 4

人/月 13 14 22 24 26 28

日/月 307 366 508 537 566 596

人/月 42 40 39 39 39 39

人/月 66 70 78 90 102 114

日/月 334 328 353 410 467 524

人/月 24 25 26 31 36 41

日/月 75 76 83 89 95 101

単位

第７期計画見込量

生活介護

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

療養介護

短期入所

第６期計画実績

サービスの種類

短期入所のうち

児童分
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

③ 就労系サービス 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

就労選択支援 

働く力と意欲のある障がい者等に、就労系サービスの

利用や一般就労等の本人に合った就労を選択する機会の

提供に関する支援等を行います。 

就労移行支援 

一般企業への就労が可能と見込まれる障がい者等に、

一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓

練、求職活動に関する支援等を行います。 

就労継続支援Ａ型 

一般企業への就労が困難な障がい者等に、雇用契約に

より働く場を提供するとともに、就労や生産活動の機会

の提供、知識や能力の向上のための訓練を行います。 

就労継続支援Ｂ型 

一般企業への就労が困難な障がい者等に、雇用契約な

しで、就労や生産活動その他の活動の機会の提供、知識や

能力の向上のための訓練を行います。 

就労定着支援 

一般就労へ移行した障がい者等が就労に伴う環境変化

により生じた生活面の課題に対応できるよう、相談や連

絡調整など、課題解決に向けて必要となる支援を行いま

す。 

 

＜見込量の考え方＞ 

・就労移行支援、就労継続支援Ａ型及びＢ型については、福祉施設や精神科病院から

の地域生活への移行の促進や法定雇用率の見直し等を勘案し、今後も増加傾向が続

くものと見込みます。 

・就労定着支援については、障がい者等の職場への定着のために重要であり、今後も

サービス利用を促進していくことから、利用者の増加を見込みます。 

・令和７年１０月から創設される（予定の）就労選択支援については、障がい者雇用の

促進により、就労移行支援や就労継続支援からの利用を勘案して見込みます。 

 

 

  



43 
 

第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量＞                上段：利用者数 下段：サービス量 

 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・障がい福祉サービス事業所、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、山形

県難病相談支援センター等関係機関と連携し、必要なサービスの提供体制が整備さ

れるよう努めます。 

・本人の希望や能力に合った一般就労等に繋がるよう、今後創設される就労選択支援

について、就労移行支援事業者等にその事業内容を周知します。 

・山形労働局が主催する一般の従業員を対象とした精神・発達障がい者しごとサポー

ター養成講座についての周知を図り、障がい者が働きやすい職場環境づくりの推進

を図ります。 

 

 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 - - - - 32 66

日/月 - - - - 320 660

人/月 36 47 56 62 69 76

日/月 591 814 989 1,151 1,313 1,475

人/月 105 112 111 118 125 133

日/月 1,981 2,121 2,163 2,290 2,417 2,544

人/月 474 499 527 542 557 573

日/月 7,732 7,983 8,590 8,776 8,963 9,150

人/月 25 23 26 28 30 33

第６期計画実績 第７期計画見込量

単位

就労継続支援Ａ型

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援Ｂ型

サービスの種類

就労定着支援
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

④居住系サービス 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

共同生活援助 

（グループホーム） 

主に夜間、障がい者等が共同生活を営む住居において、

相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活の援

助を行います。 

施設入所支援 

主に夜間、障がい者支援施設に入所する障がい者等に、

入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び

助言その他の必要な日常生活上の支援を行います。 

自立生活援助 

入所施設・グループホーム・病院等から賃貸住宅等での

一人暮らしを希望する知的障がい者や精神障がい者等に

対し、一定期間、定期的な巡回訪問や随時の対応により、

障がい者等の理解力、生活力等を補う観点から、適切な支

援を行います。 

 

＜見込量の考え方＞ 

・共同生活援助については、障がい者等の地域生活への移行を進めるうえでの受け皿

となることから、今後も利用者は増加するものと見込みます。 

・施設入所支援については、成果目標に基づき、令和８年度末の施設入所者数を   

152 人と見込みます。 

・自立生活援助については、地域生活への移行者や生活環境が変化した障がい者等の

ニーズがあるものと見込みます。 

＜見込量＞                 

 
 

＜見込量確保のための方策＞ 

・共同生活援助事業所、相談支援事業所と連携を図りながら、共同生活援助事業所の

受入れ状況を把握するとともに、施設整備計画を調査し、必要な支援を行います。 

・施設入所者の地域移行については、事業者と連携し、本人の意思を把握しながら進

めていきます。  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 227 244 263 281 299 318

人/月 170 163 161 158 155 152

人/月 0 3 3 4 5 6

単位

第７期計画見込量

共同生活援助

施設入所支援

自立生活援助

第６期計画実績

サービスの種類
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

⑤相談支援サービス 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

計画相談支援 

障がい者等の心身の状況や意向、その他の事情を勘案

し、適切なサービス等の種類、組み合わせ及び内容を記載

したサービス等利用計画案を作成します。 

また、利用にあたりサービス事業者等との連絡調整を行

うとともに、一定の期間ごとにサービス等の利用状況の検

証を行い、計画の見直しを行います。 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している障がい者等や精神

科病院に入院している精神障がい者等を対象に、退所（退

院）後の住居確保のための支援、障がい福祉サービス事業

所への同行支援、関係機関との連携・調整など、地域生活

に移行するための支援を行います。 

地域定着支援 

居宅において家族等からの緊急時の支援が見込めない

障がい者等を対象に、常時の連絡体制を確保し、障がいの

特性に起因して生じた緊急の事態等に対応するなど、安定

した地域生活を送れるための支援を行います。 

 

＜見込量の考え方＞ 

・計画相談支援については、障がい福祉サービス利用に際し、サービス等利用計画が

必要であることから、今後も利用者が増加するものと見込みます。 

・地域移行支援については、施設入所者や精神科病院からの地域移行に伴い、ニーズ

の増加が見込まれます。 

・地域定着支援については、これまでの利用実績から、今後とも山形市相談支援セン

ター等で行う一般的な相談等としての提供が想定されるため、現時点では利用を見

込んでいません。 

 

＜見込量＞                 

 
 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 305 338 363 379 395 412

人/月 0 1 1 2 3 4

人/月 0 0 0 0 0 0

計画相談支援

サービスの種類

第７期計画見込量

単位

第６期計画実績

地域移行支援

地域定着支援
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・障がい福祉サービス利用者個々のニーズに応じたきめ細かな計画相談支援を行うこ

とができるよう、事業所との連携を図ります。 

・山形市障がい者自立支援協議会において、研修等を通して相談支援専門員のスキル

アップを図るとともに、相談体制の在り方について検討を行います。 

・計画相談支援事業所のＩＣＴ機器等の導入を支援し、相談支援業務や勤怠管理業務

の効率化を図ります。  
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

（２）地域生活支援事業等の実施体制等 

 

地域生活支援事業等は、市町村事業として、障がい者等が、その有する能力や適性に

応じ自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者

の状況に応じ実施していく事業です。 

事業の種類ごとに、実施体制の有無、見込量及び見込量を確保するための方策を定

めます。 

＜地域生活支援事業の内容＞ 

事業名 内容 

理解促進・啓発事業 

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で

生じる「社会的障壁」を除去するため、障がいに対

する理解を深める研修・啓発を行います。 

自発的活動支援事業 

保護者やボランティアの団体等が行う心身障が

い者等を対象とした機能訓練教室や障がい者等が

組織する団体が行う研修活動などを支援します。 

相談支援事業 

市が委託する相談支援事業所（相談支援センタ

ー）において、障がい者等やその保護者などからの

相談に応じ、必要な情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整を行います。 

また、山形市障がい者自立支援協議会において

地域の関係機関との連携を図り、障がい者等の地

域生活を支援します。 

成年後見制度利用支援事業 

権利擁護が必要な知的障がい者又は精神障がい

者に、成年後見制度を利用するための手続きに関

する費用の助成等を行います。 

意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため意

思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳者

などの派遣を行います。 

手話奉仕員養成研修事業 

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉

仕員を養成し、聴覚障がい等のため意思疎通を図

ることに支障がある人に対する支援体制を整備し

ます。 

地域活動支援センター事業 

市が委託した地域活動支援センターにおいて、

障がい者等に創作的活動や生産活動の機会の提

供、社会との交流の促進等の便宜を供与すること

により、障がい者の地域生活を支援します。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

事業名 内容 

障がい児等療育支援事業 

（山形県と共同実施） 

障がい児が地域で安心して暮らせるよう、本人や家

族等へ専門的な相談や支援として、訪問・外来による

療育相談・指導、訪問による健康診査などを行うこと

により、身近な地域で療育指導を行います。 

専門性の高い意思疎通を 

行う者の養成研修事業 

（山形県と共同実施） 

手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員

を養成することにより、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者の自立した社会生活を支援します。 

専門性の高い意思疎通を 

行う者の派遣事業 

（山形県と共同実施） 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等が自立

した日常生活や社会参加を図ることができるように、

市町村域を超えた広域的な派遣などの対応が必要とな

る場合の要約筆記者の派遣、盲ろう者向け通訳・介助

員の派遣を行います。 

日常生活用具給付等事業 

在宅生活を営む上で日常生活用具を必要とする障が

い者等に、給付又は貸与することにより、障がい者の

日常生活の便宜を図ります。 

移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がい者等に、外出のための

支援を行い、地域における自立生活及び社会参加を促

します。 

日常生活支援事業 

 

訪問入浴サービス事業 
入浴が困難である身体障がい者等に対し、居宅に訪

問し、入浴車において入浴サービスを提供します。 

障がい者自立支援訓練 

事業 

障がい者等向けの福祉ホーム等に居住し、日常生活

等を自主的に営むのに支障がある方に対し、ケアグル

ープ（介助サービス等を提供する者）による介助サー

ビス及び自立のための訓練を提供します。 

生活訓練等事業 
障がい者等に対し、主として昼間、調理、洗濯及び掃

除等の日常生活上必要な訓練及び指導等を行います。 

日中短期入所事業 
障がい者等を日中一時的に預かり、入浴、排せつ又

は食事等の介護を行います。 

社会参加促進事業 

障がい者等の社会参加を促進するため、スポーツ大

会の支援や点字又は音声コードによる情報提供を行い

ます。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

事業名 内容 

権利擁護支援事業 

 

障がい者虐待防止対策 

支援事業 

障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応等適

正な支援を実施するため、虐待防止の普及啓発、相談

支援体制や協力体制の整備等を行います。 

成年後見制度普及啓発 

事業 

山形市地域福祉計画、山形市障がい者基本計画及び山

形市成年後見制度利用促進基本計画（山形市高齢者保

健福祉計画を包含するものとして位置づけている）を

踏まえつつ、市が委託する成年後見センターを軸とし

て、権利擁護支援の地域連携ネットワーク（※）の構築

を図るとともに、成年後見制度の周知・広報、相談支

援、後見人等の受任者調整及び後見人支援等を実施し、

成年後見制度の利用を促進することにより、障がい者

の権利擁護を図ります。 

※権利擁護支援の地域連携ネットワーク 

成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき平成２９年３月に定められた成年後見制度利用促  

進基本計画において、「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」、「早期の段階からの相談・対応体制の

整備」、「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築」の役割を

念頭に、保健・医療・福祉とともに、司法を含めた連携の仕組みを「権利擁護支援の地域連携ネット

ワーク」としている。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量＞   上段：利用者数 下段：実施体制の有無等（有は「○」）、サービス量 

 

   

３年度 ４年度
５年度
（見込）

６年度 ７年度 ８年度

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

相談支援事業

実施か所数 6 6 6 6 6 6

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○

設置
人員数

2 2 2 2 2 2

年間実
利用者数

42 48 44 45 45 45

年間実
利用者数

4 7 6 6 6 6

研修
修了者数

12 16 20 20 20 20

実施か所数 4 4 4 4 4 4

年間実
利用者数

165 159 159 159 159 159

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

年間件数 13 13 13 13 13 13

年間件数 47 51 49 49 49 49

年間件数 31 33 32 32 32 32

年間件数 54 45 50 50 50 50

年間件数 5,256 5,135 5,195 5,195 5,195 5,195

年間件数 4 6 5 5 5 5

日常生活用具給付等事業

介護・訓練支援用具

自立生活支援用具

在宅療養等支援用具

情報・意思疎通支援用具

排泄管理支援用具

居宅生活動作補助用具
（住宅改修）

手話奉仕員養成研修事業

地域活動支援センター事業

障がい児等療育支援事業
（山形県と共同実施）

専門性の高い意思疎通支援を

行う者の養成研修事業
（山形県と共同実施）

専門性の高い意思疎通を行う者
の派遣事業
（山形県と共同実施）

成年後見制度利用支援事業

意思疎通支援事業

手話通訳者設置事業

手話通訳者派遣事業

要約筆記者派遣事業

理解促進・啓発事業

自発的活動支援事業

障がい者
相談支援事業

山形市障がい者自立
支援協議会

事業の種類 単位

第６期計画実績 第７期計画見込量
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

 
  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

年間実
利用者数

94 103 93 93 93 93

年間
利用時間

3,340 3,247 3,013 3,013 3,013 3,013

年間実
利用者数

42 45 68 68 68 68

年間
利用回数

8,138 9,164 10,054 10,054 10,054 10,054

年間実
利用者数

5 6 6 6 6 6

年間
利用時間

114 120 108 120 120 120

年間実

利用者数
10 12 12 15 16 17

補助
事業所数

2 4 4 5 5 5

年間実
利用者数

24 17 20 25 27 29

年間

利用回数
227 380 449 562 607 656

年間実
利用者数

33 30 28 28 27 26

年間
利用回数

2,252 2,113 1,826 1,811 1,796 1,780

実施か所数 1 1 1 1 1 1

年間実

利用者数
9 7 7 7 7 7

実施か所数 4 4 5 5 5 5

年間実
利用者数

56 64 68 68 68 68

年間実

利用者数
17 16 14 14 14 14

年間
利用回数

226 186 182 182 182 182

年間
参加者数

0 16 100 100 184 184

年間
発行回数

28 28 29 28 28 28

年間

発行回数
16 16 17 16 16 16

年間
発行回数

28 28 29 28 28 28

年間
助成件数

9 9 9 9 9 9

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

事業の種類 単位

第６期計画実績 第７期計画見込量

移動支援事業

個別支援事業

特別支援学校等
通学支援事業

視覚障がい者
ガイドヘルパー派遣事業

障がい児学校送迎活動費
補助事業

日中活動サービス

送迎事業

日常生活支援事業

訪問入浴サービス事業

障がい者

自立支援訓練事業

生活訓練等事業

日中短期入所事業

広報誌・議会報の発行事業
（音声コード）

自動車運転免許取得・
改造助成事業

権利擁護支援事業

スポーツ・レクリエー
ション教室開催等事業

広報誌・議会報の発行事業
（点字）

広報誌・議会報の発行事業

（声のCD）

社会参加促進事業

障がい者虐待防止対策支援
事業

障がい者成年後見制度普及
啓発事業
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・理解促進・啓発事業 

 障がい者アート展や山形県と協調して実施する心のバリアフリー推進員養成研修会

等の開催や周知、啓発活動を行います。 

・自発的活動支援事業 

 保護者やボランティア団体が行う心身障がい児者を対象とした機能訓練教室や障が

い者団体が行う活動などを支援していきます。 

・相談支援事業 

 障がい者相談支援センターと連携し、地域の実情に応じた適切な相談支援を行いま

す。 

・成年後見制度利用支援事業 

 関係機関と連携し、適切に成年後見制度が利用できるよう支援していきます。 

・意思疎通支援事業 

 手話通訳者、要約筆記者を適切に派遣し、引き続き支援体制を確保します。 

・手話奉仕員養成研修事業 

 手話を学習する講座を開催し、手話奉仕員を養成します。 

・地域活動支援センター事業 

 委託地域活動支援センターでの支援体制を維持し、引き続き生産活動や交流の機会

等の確保に努めます。 

・障がい児等療育支援事業 

 山形県との共同により、在宅の障がい児への療育相談等を行う体制を継続していき

ます。 

・専門性の高い意思疎通を行う者の養成研修事業及び派遣事業 

 山形県との共同により、手話通訳者等の養成や、専門性の高い行事に要する要約筆

記者の派遣等を行う体制を継続していきます。 

・日常生活用具給付等事業 

 障がいの特性や必要性を把握し、適切な給付等を行います。 

・移動支援事業 

利用者ニーズを的確に捉え、障がい者等の外出や障がい児の通学を支援する体制を

確保し、社会参加を促進します。 

・日常生活支援事業 

障がい者等が地域で安心した日常生活を送ることができるよう、各事業を継続して

実施していきます。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

・社会参加促進事業 

スポーツ大会の支援、点字や音声コードによる情報提供等を引き続き実施し、障が

い者の社会参加を促進します。 

・権利擁護支援事業 

 山形市障がい者虐待防止連絡協議会を活用し、障がい者虐待の防止に関する啓発活

動や、相談支援体制の確保に努めます。また、山形市成年後見センターにおいて、

成年後見制度に関する相談支援、普及啓発を行います。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

（３）障がい福祉サービス等事業所の整備 

 

障がい福祉サービス事業所等の創設（新規開設）の件数を定めます。 

整備に当たって、本計画に掲げる障がい福祉サービス等の見込量を踏まえつつ、整

備の必要性を把握した上で実施します。 

 

＜事業の内容＞ 

事業名 内容 

社会福祉施設等施設整備事業 

社会福祉法人等が行う障がい福祉施設等の創設、

改修、大規模修繕等工事に補助を行うことで、市の

社会福祉施設等を充実し、障がい者の福祉の向上を

図ります。 

 

事業の種類 単位 
第７期見込量 

6 年度 7 年度 8 年度 

社会福祉施設

等施設整備事

業（※） 

創設 

年間 

整備件数 
2 0 1 

施設等 

種別 
共同生活援助２件 － 

共同生活援助 

（件数未定） 

※ 第７期見込量は、障がい福祉アンケート調査の結果に基づいて見込んだものです。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

協議の場の開催回数等を成果目標に関連する指標として定めます。 

 

（１）山形市における保健・医療・福祉関係者による協議の場への参加者数等 

関係者区分 単位 6 年度 7 年度 8 年度 

保健分野 人 2 2 2 

医療分野 人 5 5 5 

福祉分野 人 6 6 6 

計 人 13 13 13 

 

（２）精神障がい者の障がい福祉サービス利用者数 

 

 

３ 地域生活支援の充実 

 

地強度行動障がい者の障がい福祉サービス利用者数を見込みます。 

 

強度行動障がい者の障がい福祉サービス利用者数 

 

区分 サービス種別 単位 6 年度 7 年度 8 年度 

居住系 

共同生活援助【再掲】 人 281 299 318 

うち精神障がい者 人 56 59 62 

自立生活援助【再掲】 人 4 5 6 

うち精神障がい者 人 3 4 5 

相談系 
地域移行支援【再掲】 人 2 3 4 

うち精神障がい者 人 2 3 4 

日中 

活動系 

自立訓練（生活訓練）【再掲】 人 24 26 28 

うち精神障がい者 人 7 7 7 

区分 サービス種別 単位 6 年度 7 年度 8 年度 

日中 

活動系 

生活介護【再掲】 人 514 522 531 

うち強度行動障がい者 人 128 129 131 

居住系 

共同生活援助【再掲】 人 281 299 318 

うち強度行動障がい者 人 31 32 34 

短期入所【再掲】 人 90 102 114 

うち強度行動障がい者 人 61 62 63 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行 

 

障がい福祉サービス等のうち、就労系サービスの利用者数等の見込量及び見込量を

確保するための方策を定めます。 

 

【再掲】＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

就労選択支援 

働く力と意欲のある障がい者等に、就労系サービスの

利用や一般就労等の本人に合った就労を選択する機会の

提供に関する支援等を行います。 

就労移行支援 

一般企業への就労が可能と見込まれる障がい者等に、

一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓

練、求職活動に関する支援等を行います。 

就労継続支援Ａ型 

一般企業への就労が困難な障がい者等に、雇用契約に

より働く場を提供するとともに、就労や生産活動の機会

の提供、知識や能力の向上のための訓練を行います。 

就労継続支援Ｂ型 

一般企業への就労が困難な障がい者等に、雇用契約な

しで、就労や生産活動その他の活動の機会の提供、知識や

能力の向上のための訓練を行います。 

就労定着支援 

一般就労へ移行した障がい者等が就労に伴う環境変化

により生じた生活面の課題に対応できるよう、相談や連

絡調整など、課題解決に向けて必要となる支援を行いま

す。 

 

【再掲】＜見込量の考え方＞ 

・就労移行支援、就労継続支援Ａ型及びＢ型については、福祉施設や精神科病院から

の地域生活への移行の促進や法定雇用率の見直し等を勘案し、今後も増加傾向が続

くものと見込みます。 

・就労定着支援については、障がい者等の職場への定着のために重要であり、今後も

サービス利用を促進していくことから、利用者の増加を見込みます。 

・令和７年１０月から創設される（予定の）就労選択支援については、障がい者雇用の

促進により、就労移行支援や就労継続支援からの利用を勘案して見込みます。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

【再掲】＜見込量＞              上段：利用者数 下段：サービス量 

 

 

【再掲】＜見込量確保のための方策＞ 

・障がい福祉サービス事業所、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、山形

県難病相談支援センター等関係機関と連携し、必要なサービスの提供体制が整備さ

れるよう努めます。 

・本人の希望や能力に合った一般就労等に繋がるよう、今後創設される就労選択支援

について、就労移行支援事業者等にその事業内容を周知します。 

・山形労働局が主催する一般の従業員を対象とした精神・発達障がい者しごとサポー

ター養成講座についての周知を図り、障がい者が働きやすい職場環境づくりの推進

を図ります。 

 

 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 - - - - 32 66

日/月 - - - - 320 660

人/月 36 47 56 62 69 76

日/月 591 814 989 1,151 1,313 1,475

人/月 105 112 111 118 125 133

日/月 1,981 2,121 2,163 2,290 2,417 2,544

人/月 474 499 527 542 557 573

日/月 7,732 7,983 8,590 8,776 8,963 9,150

人/月 25 23 26 28 30 33

第６期計画実績 第７期計画見込量

単位

就労継続支援Ａ型

就労選択支援

就労移行支援

就労継続支援Ｂ型

サービスの種類

就労定着支援



58 
 

第５章 成果目標に関連する指標 

 

５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

 

（１）障がい児通所サービスの利用者数、利用量の見込 

 

 障がい児通所サービスの種類ごとに、利用者数等の見込量及び見込量を確保するた

めの方策を定めます。 

 

＜サービスの種類と内容＞ 

種類 内容 

児童発達支援 

未就学の障がい児に対し、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓

練等を行います。 

放課後等デイサービス 

就学している障がい児に対し、授業の終了後又は休

業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会と

の交流の促進等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障がい児に対し、保育所等を訪問

し、保育所等におけるほかの児童との集団生活への適

応のための専門的な支援や保育所等への助言を行い

ます。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障

がい児通所支援を利用するために外出することが著

しく困難な障がい児に対し、障がい児の居宅を訪問し

て発達支援を行います。 

障がい児相談支援 

障がい児が適切に障がい児通所サービスを利用で

きるよう、サービス等利用計画の作成や定期的なモニ

タリング等を実施します。 

 

＜見込量の考え方＞ 

・児童発達支援、放課後等デイサービスについては、障がいの早期発見・早期療育の促

進により年々利用者が増加していることから、今後も増加傾向が続くものと見込み

ます。 

・保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援については、今後も一定の需要がある

ものと見込みます。 

・障がい児相談支援については、障がい児通所サービス利用に際し、サービス等利用

計画が必要であることから、今後も利用者が増加するものと見込みます。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

＜見込量＞               上段：利用者数 下段：サービス量 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

・乳幼児期から学校卒業後まで切れ目のない継続した支援、さらに、包容（インクルー

ジョン）の推進体制の整備のため、山形市障がい者自立支援協議会において、学校や

相談支援事業所、障がい児通所支援事業所、障がい福祉サービス事業所など関係機

関との連携を図ります。 

・障がい児相談支援事業所のＩＣＴ機器等の導入を支援し、相談支援業務や勤怠管理

業務の効率化を図ります。 

・サービスの質の向上を図るため、山形市障がい者自立支援協議会において、サービ

ス提供事業所に対する研修を行います。 

・児童発達支援センター、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後

等デイサービス事業所を引き続き確保します。 

・相談支援事業所と山形県が設置する医療的ケア児等支援センターとの連携を強化す

るため、山形市障がい者自立支援協議会における協議を継続して行います。 

 

  

３年度 ４年度
５年度

（見込）
６年度 ７年度 ８年度

人/月 221 218 229 237 243 246

日/月 1,752 1,624 1,753 1,815 1,861 1,884

人/月 582 650 706 758 810 863

日/月 6,861 7,664 8,628 9,214 9,800 10,386

人/月 9 11 15 15 15 15

日/月 15 16 25 25 26 27

人/月 0 1 1 1 1 1

日/月 0 1 3 3 3 3

人/月 162 181 211 221 231 241

第２期計画実績

サービスの種類 単位

第３期計画見込量

児童発達支援

放課後等
デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型
児童発達支援

障がい児相談支援
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

（２）障がい児保育の実施 

 

 関係機関と連携を図りながら、障がい児を受け入れる保育所の増加を定めます。 

 

（参考）第二期山形市子ども・子育て支援事業計画における数値目標 

指標等 
計画策定時の状況 

（令和元年度） 

数値目標 

（令和６年度） 

障がい児を受入れている保育所の数 ２３カ所 増やす 

 

（３）発達障がい者等に対する支援 

 

ペアレントプログラムの受講者数等を定めます。発達障がい者等への支援体制を確

保します。 

 

内容 単位 
第３期見込量 

6 年度 7 年度 8 年度 

ペアレントプログラム受講者数 人 4 4 4 

ペアレントプログラム実施者（支援者）数 人 1 1 1 

ペアレントメンターの人数 人 2 2 2 

ピアサポート活動の参加人数 人 70 75 80 

・ペアレントプログラム：子育てに難しさを感じる保護者が子どもの行動を観察して特徴を理解した 

り、発達障がいの特性を学ぶことをいいます。 

・ペアレントメンター：自らも発達障がいのある子育てを経験し、かつ、相談支援に関する一定のトレ 

ーニングを受けた親をいいます。 

・ピアサポート：発達障がい者等やその親同士の支え合いをいいます。 

 

（４）保育所等の巡回支援の実施 

 

発達障がい等に関する知識を有する専門員が、保育所等を巡回し、保育所等の職員

及び児童の保護者に対して、障がいの早期発見及び早期対応のための助言等を行いま

す。成果目標に関連する指標として、専門員の相談件数を定めます。 

 

内容 単位 
第３期見込量 

6 年度 7 年度 8 年度 

専門員の相談件数 

（※） 

年間延べ 

相談件数 
492 495 498 

※ 第３期見込量は、保育所等発達相談、幼児巡回相談及び保育所等連携相談の件数の合計です。 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

６ 相談支援体制の充実及び強化 

 

山形市障がい者自立支援協議会における個別事例等の検討回数を定めます。 

 

 

内容 単位 
目標 

6 年度 7 年度 8 年度 

相談支援事業所の参画によ

る事例検討 

実施回数 回 1 1 1 

参加事業者数 人 6 6 6 

専門部会の 

設置数及び実施回数 

設置数 件 6 6 6 

実施回数 回 50 50 50 

  

内容 単位 6 年度 7 年度 8 年度 

地域の相談機関との連携強化の取組実施回数 回 12 12 12 

地域の相談支援事業者に対する 

専門的な指導・助言件数 
件 36 36 36 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 件 36 36 36 
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第５章 成果目標に関連する指標 

 

７ 障がい福祉サービス事業所等の適正な運営に係る体制の構築 

 

審査や指導監査の結果を共有する回数等を定めます。 

 

内容 単位 6 年度 7 年度 8 年度 

障がい者自立支援審査支払等システム等での

審査結果を分析しその結果を活用し、事業所

全体と共有する回数 

回 1 1 1 

指導監査結果を関係自治体と共有する回数 回 2 2 2 

山形県が実施する障がい福祉サービス等に係

る研修やその他研修に参加する市職員数 
人 7 8 9 

 

 

８ 就労継続支援Ｂ型事業所における工賃水準の向上 

  

 毎年度定める調達目標額以上の物品及び役務を調達すること等を定めます。 

 

（１）障がい者就労施設等からの物品等調達額 

 

内容 6 年度 7 年度 8 年度 

障がい者就労施設等

からの物品等調達額 

当年度の 

調達目標額以上 

当年度の 

調達目標額以上 

当年度の 

調達目標額以上 

 

（２）工賃向上を図るための取組についての検討回数 

 

内容 6 年度 7 年度 8 年度 

工賃向上を図るための取組について検討 1 回以上 1 回以上 1 回以上 
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第６章 資料編 

第６章 資料編 

 

１ 障がい者手帳所持者数 

○障がい者手帳所持者数 

・身体・療育・精神の障がい手帳所持者数の合計   （各年度３月３１日現在） 

※ 人口は、表の年度の翌年度の４月１日時点のものです。 

 

２ 障がい種別手帳所持者数 

 

○身体障がい者手帳 

・身体障がい者手帳所持者数            （各年度３月３１日現在） 

 

・等級別身体障がい者（児）数           （各年度３月３１日現在） 

  

年度 
総数 対人口比 

人数 前年比（％） 人口（※） 比率（％） 

２ 14,226 1.5 246,264 5.8 

３ 14,308 0.6 244,584 5.9 

４ 14,422 0.8 242,260 5.9 

年度 

視覚 

障がい 

聴覚・平衡 

機能障がい 

音声・言語 

機能障がい 

肢体 

不自由 

内部 

障がい 
計 

対前年比 

伸び率 

人数 人数 人数 人数 人数 人数 ％ 

２ 588 934 154 5,691 3,489 10,856   0.6 

３ 595 953 143 5,563 3,590 10,844 ▲0.1 

４ 591 977 133 5,505 3,630 10,836 ▲0.1 

年度 

重度                        軽度 
計 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数 

２ 3,340 1,183 1,586 2,910 1,219 618 10,856 

３ 3,307 1,184 1,572 2,906 1,256 619 10,844 

４ 3,256 1,147 1,595 2,927 1,277 634 10,836 
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第６章 資料編 

 

・年齢階層別身体障がい者（児）数         （各年度３月３１日現在） 

 

○療育手帳   

・療育手帳所持者数                （各年度３月３１日現在） 

 

 ・年齢階層別療育手帳所持者数           （各年度３月３１日現在） 

 

 

○精神障がい者保健福祉手帳 

・精神障がい者保健福祉手帳所持者数        （各年度３月３１日現在） 

  

年度 
１８歳未満 

１８歳～ 

  ６５歳未満 
６５歳以上 計 

人数 割合(%) 人数 割合(%) 人数 割合(%) 人数 

２ 167 1.5 2,356 21.7 8,333 76.8 10,856 

３ 153 1.4 2,311 21.3 8,380 77.3 10,844 

４ 146 1.3 2,222 20.5 8,468 78.2 10,836 

年度 

A（重度） B（中程度） 計 対前年比 

伸び率 

(％） 
人数 

割合

（％） 
人数 

割合

（％） 
人数 

２ 573 33.0 1,165 67.0 1,738 3.1 

３ 585 33.0 1,190 67.0 1,775 2.1 

４ 586 32.9 1,223 67.1 1,809 1.9 

年度 
１８歳未満 １８歳以上 計 

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 

２ 373 21.5 1,365 78.5 1,738 

３ 372 21.0 1,403 79.0 1,775 

４ 375 20.7 1,434 79.3 1,809 

年

度 

重度                    軽度 
計 対前年比 

伸び率 

(％） 

１級 ２級 ３級 

人数 
割合 

（％） 
人数 

割合 

（％） 
人数 

割合 

（％） 
人数 

２ 349 21.4 720 44.1 563 34.5 1,632 5.7 

３ 335 19.8 768 45.5 586 34.7 1,689 3.5 

４ 331 18.6 798 44.9 648 36.5 1,777 5.2 
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・年齢階層別精神障がい者保健福祉手帳所持者数   （各年度３月３１日現在） 

 

・自立支援医療（精神通院）受給者証交付数（各年度３月３１日現在） 

年度 交付数 前年比（％） 

２ 3,084 5.0 

３ 3,231 4.8 

４ 3,402 5.3 

 

３ 障がい児支援の現状 

 

○１歳６か月児健診及び３歳児健診における相談件数 

 ・１歳６か月児健診 

 

・３歳児健診 

資料：山形市健康医療部母子保健課 

年度 
１８歳未満 １８歳以上 計 

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 

２ 4 0.2 1,628 99.8 1,632 

３ 4 0.2 1,685 99.8 1,689 

４ 5 0.3 1,772 99.7 1,772 

年度 

受診児 
臨床心理士 

個別相談 

個別相談後の支援内訳 

①～③合計 保健師による

経過観察① 
発達相談② 

専門機関へ 

紹介③ 

人 件 
割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 

２ 1,625 163 10.0 80 4.9 4 0.2 0 0 84 5.2 

３ 1,757 161 9.2 72 4.1 1 0.1 0 0 73 4.2 

４ 1,684 133 7.9 76 4.5 1 0.1 1 0.1 78 4.6 

年度 

受診児 
臨床心理士 

個別相談 

個別相談後の支援内訳 

①～③合計 保健師による

経過観察① 
発達相談② 

専門機関へ 

紹介③ 

人 件 
割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 
件 

割合 

(%) 

２ 1,642 172 10.5 48 2.9 21 1.3 5 0.3 74 4.5 

３ 1,979 209 10.6 65 3.3 28 1.4 5 0.3 98 5.0 

４ 1,690 201 11.9 77 4.6 16 0.9 5 0.3 98 5.8 
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○保育所等における受入れ状況             （各年度４月１日現在） 

種類 

２年度 ３年度 ４年度 

全体数 

(人) 

障がい 

児数(人) 

割合 

(％) 

全体数 

(人) 

障がい 

児数(人) 

割合 

(％) 

全体数 

(人) 

障がい 

児数(人) 

割合 

(％) 

保育所等

（※） 
7,026 36 0.5 6,900 43 0.6 6,603 58 0.9 

放課後 

児童クラブ 
3,508 103 2.9 3,685 126 3.4 3,949 145 3.7 

合 計 10,534 139 1.3 10,585 169 1.6 10,552 203 1.9 

※ 認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業を含みます。 

資料：山形市こども未来部保育育成課 

 

 

○特別支援学級及び特別支援学校の在籍者数       （各年度５月１日現在） 

資料：表の①及び② 山形市教育委員会学校教育課、表の③ 山形県教育局特別支援教育課 

年度 ２ ３ ４ 

①市立 

小学校 

児童数（人） 11,812 11,651 11,494 

うち特別支援学級児童数（人） 325 378 435 

割合（％） 2.75 3.24 3.78 

②市立 

中学校 

生徒数（人） 6,019 5,981 5,933 

うち特別支援学級生徒数（人） 136 135 161 

割合（％） 2.26 2.26 2.71 

③県内の特別支援学校に 

在籍する山形市の 

児童・生徒数（人） 

幼稚部 4 2 1 

小学部 102 87 106 

中学部 30 44 46 

高等部 98 94 81 
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